
施

向上を目指していく。

策

■　全学年・毎日歯み

の

がきを行うよう各学校

概

に働きかけるとともに

要

、家庭での歯みがき習

柱

慣も定着させ、むし歯

立

がな
方　　　針

　い子

て

どもの割合を増やす。

5

■　児童・生徒が自分

【

の大切さとともに他の

ひ

人の大切さを認めるこ

と

とができるようになり

】

、それが様々な場面や

自

状況

　下での具体的な

己

態度や行動に現れるよ

肯

う、区が実施する人権

定

教育の研修会等を通じ

感

て、教員の指導力を高

を

めてい　

　く。

担 当 課

持

名 学務課（取りまとめ

ち

）、教育指導課

電 話 番

、

号 03-3880-5

生

971 E-mail g

き

akumu@city

抜

.adachi.to

く

kyo.jp

　学校給

力

食を通した食育に関す

を

る取組みは、足立区糖

備

尿病対策アクションプ

え

ラン「おいしい給食・

た

食育対策編」の施

策で

人

あり、衛生部こころと

施

からだの健康づくり課

策

及び子ども家庭部子ど

群

も施設指導・支援課、

名

教育指導課と協働し実

1

施している。

協働・協

家

創
の 取 組 み

【目標】３

庭

　あらゆる年齢のすべ

・

ての人々の健康的な生

地

活を確保し、福祉を促

域

進する。

【ターゲット

と

】3.4　非感染性疾

連

患による若年死亡率を

携

減少させ、精神保健・

し

福祉を促進する。
ＳＤ

、

Ｇｓが
【関連する理由

子

】規則正しい生活習慣

ど

や食習慣を身につける

も

ことで、肥満が改善さ

の

れ将来の健康被害を予

学

防すること
目指す目標

び

につながる。
（ターゲ

を

ッ
【評価】生活習慣病

支

予防健診における管理

え

不要率が下がっている

育

ことは、コロナ禍によ

む

る学校一斉休業等の影

施

響が考
ト）との関

えら

策

れることから、引き続

名

き生活習慣の改善指導

1

が必要と考える。一方

.

、給食後の歯みがきが

1

実施できない学校が多

児

連及び評価
いが、家庭

童

との連携を強化した歯

・

みがきの習慣化が徐々

生

に進んだことにより、

徒

むし歯のある児童・生

の

徒の割合を減少

させる

心

ことができた。

備　　

身

　考

の健全な発達の支援

■　子どもたちに健康や食の大切さを伝え、人生を生き抜く健康な心と体をつくる生活習慣づくりを推進する。

■　学校で歯・口腔衛生の取組みを強化し、家庭との連携により子どもたちの歯・口腔の健康習慣づくりを定着させ

  る。

施策の方向 ■　人権教育の充実により、人とのよりよい関わり・自分や他者の大切さを認める豊かな心を育成する。

( 目 標 )

■　子どもたちの生活習慣病の管理不要率は、コロナ禍により低下していたが、やや増加してきている。

■　食習慣の面では、新型コロナウイルス感染症が５類へ移行し学校内での制約は緩和されているが、この数年で家

　庭科の調理実習などの学習機会が減少していることが、今後の「あだち食のスタンダード」の定着に影響してくる

　と想定される。
現　　　状

■　むし歯のある児童・生徒の割合は、減少傾向にある。

■　小・中学校では、教育活動全体を通じて自尊心や他者尊重、多様性、感染症などの正しい知識の獲得を進め、人

  権意識の育成に努めている。

■　肥満やむし歯などの課題がある子どもの割合が東京都平均よりも高く、将来の健康被害を予防するためにも

　規則正しい生活習慣や食習慣を身につける必要がある。

■　学校給食残菜率のさらなる低減とともに、食育リーダーを中心とした啓発を強化し、学

足

校間の残菜率及び食育

立

の

  取組みの差を解

区

消していく必要がある

　

。

■　いじめの未然防

令

止、偏見や差別をなく

和

すこと、ＳＮＳ等を活

６

用する際のモラル向上

年

など、日常生活の様々

度

な場面
課　　　題

  

施

における具体的な行動

策

につなげられるよう、

評

人権教育の改善・充実

価

を図る必要がある。

■

調

　家庭との連携を強化

書

し子どもたちへの切れ

(

目のない指導を行うこ

令

とにより、規則正しい

和

生活習慣の定着を実現

５

し

　ていく。

■　子ど

年

もの頃からの望ましい

度

食習慣が将来の健康に

事

繋がるため、民間企業

業

や団体等に協力を得る

実

など、多様な場や

　機

施

会を設け、児童・生徒

)

及び家庭への啓発を継

1

続し、「あだち食のス

 

タンダード」の定着、



100

達　成　率 18% 15% 60% 12% 65% 13% 127% 25% -

指標名 【成果3】全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」に肯定的回答をした小・中学生の割合

定義等 「いじめはどんなことがあってもいけないことだと思う」に肯定的な回答をした児童（小学6年生）の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 96.5 96.8 97.1 97.4 100
(5)

実　績　値 - 96.2 96.4 96.4 R6 100

達　成　率 0% 0% 99% 96% 99% 96% 99% 96% -

指標名 【活動3】教員対象の人権教育の研修会の参加小・中学校の割合

定義等 教育委員会が実施する人権教育研修に年1回以上参加した小・中学校の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 100 97.2 100 100 100
(6)

実　績　値 96.3 92.3 100 100 R6 100

達　成　率 96% 96% 95% 92% 100% 100% 100% 100% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 3,630,339 3,741,303 5,586,407

人件費 137,692 132,994 155,634

総事業費 3,768,031 3,874,297 5,742,041

前年比(金額) 52,539 106,266 1,867,744

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】小児生活習慣病予防健診における「管理不要」と「正常」の割合（中学２年生）

定義等 「小児生活習慣病予防健診（中２生）」において、「管理不要」と診断された生徒の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 83 79 79 79 79
(1)

実　績　値 74.85 73.2 73.7 75.3 R6 79

達　成　率 90% 95% 93% 93% 93% 93% 95% 95% -

指標名 【活動1】ごはん、みそ汁、目玉焼き程度の料理を自分で作ることができる子どもの割合

定義等 将来を健康に生き抜くための望ましい食習慣が実践できている割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 80 90 90 90 100
(2)

実　績　値 70 70 70 58 R6 100

達　成　率 88% 70% 78% 70% 78% 70% 64% 58% -

指標名 【成果2】むし歯のある児童・生徒の割合

定義等 乳歯または永久歯のむし歯（治療済みのむし歯も含む）のある児童の割合※低減目標
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 36 36 36 36 36
(3)

実　績　値 38.7 38 36.1 33.1 R6 36

達　成　率 93% 93% 95% 95% 100% 100% 109% 109% -

指標名 【活動2】給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小・中学校の割合

定義等 給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小学校の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 85 20 20 20 100
(4)

実　績　値 15 12 13 25.4 R6



、

１】

小児生活習慣病の

前

予防については、各学

年

校で毎年作成している

度

学校保健行動計画によ

よ

りＰＤＣＡサイクルを

り

強化する。合わせて、

1

子どもたちの健康な生

.

活習慣が身につくよう

6

、区作成の指導の手引

ポ

きや資料を活用した学

イ

校での指導を引き続き

ン

促していくととも

に、

ト

養護教諭と連携し、健

増

診での有所見者への保

加

健指導及び受診勧奨を

し

徹底していく。

【活動

て

１】

「あだち食のスタ

い

ンダード」の３つの実

る

践力（『１日３食野菜

が

を食べるなど望ましい

、

食習慣を身につける』

過

『栄養バランスの良い

去

食事を選択できる』『

５

簡単な料理を作ること

年

ができる』）の定着に

間

向けて、家庭科授業の

で

調理実習などについて

み

、小中学校と連携

して

る

取り組んでいく。

【成

と

果２】

養護教諭と連携

ほ

し、学校保健行動計画

ぼ

に基づいた歯科保健の

横

取組みや衛生部と連携

ば

した働きかけを行って

い

いく。また、歯と口の

で

健

康優良児への表彰の

あ

実施や区保健師等によ

る

る出前教室などを通じ

。

て、はみがき習慣の意

生

識づけも強化していき

活

、子どもたちの歯と

口

習

の健康意識を高めてい

慣

く。

【活動２】

新型コ

に

ロナウイルスの５類移

つ

行後も、インフルエン

い

ザ等感染症の流行によ

て

り給食後の歯磨き実施

、

率は依然として低いが

ア

、感染対策

をしながら

ン

学校の状況に応じた口

ケ

腔衛生の取り組みを促

ー

していく。

【成果３】

ト

４月のいじめ防止研修

結

において、各校から１

果

名が受講し、いじめの

は

対策及び早期発見・早

前

期対策に関する理解を

回

深める。事例を基

に対

よ

応等を検討することで

り

、いじめを許さない学

4

も

校づくりを推進するた

改

めのマネジメント力を

善

身に付ける。また、受

傾

講者が研修内

容を校内

向

研修等で各校に還元し

に

、いじめ対策のさらな

あ

る充実を図る。

【活動

る

３】

研修を受講した教

も

員同士で、新たに得た

の

知識を基に学校内で対

 

の

応を検討することで、

、

より学校現場に落とし

朝

込んだ対応を学ぶこと

食

ができ、研修の効果は

欠

非常に高いと考えてい

食

る。今年度は更なる人

・

権意識の向上を目指し

運

、フィールドワークを

動

取り入れた研修を

実施

不

予定である。

担

足・ス

クリーンタイム

当

増加等の課題は依然と

部

してある。引き続き、

に

健診を通して自身の健

お

康を振り返る機会を作

け

り、健康な生活習慣を

る

維

持していくことが必

評

要である。

【活動１】

価

前年度より減少し目標

（

値を達成できなかった

部

。新型コロナ感染症の

長

影響で小学校での家庭

評

科授業の調理実習がで

価

きていないため、

授業

－

で調理の基礎を学ぶこ

１

とができなかったこと

次

が中学２年時にも影響

評

していると思われる。

価

【成果２】

むし歯のあ

）

る児童の割合は、前年

そ

度より約3ポイント減

の

少し、目標値を達成し

１

た。また、むし歯のあ

1

る児童の割合は経年で

)

減少傾

向にあるものの

施

、都平均を上回ってい

策

る状況は依然変わらな

の

い（令和４年度都平均

達

　小学校：30.7%

成

、中学校：27.3%

状

）。

【活動２】

給食後

況

の歯みがきを毎日・全

と

学年実施する小学校の

そ

割合は、前年度より改

の

善し目標値を達成した

原

。コロナ禍前の実績値

因

には到達し

ていないが

の

、希望者のみ歯みがき

分

を実施する、またはう

析

がいのみ実施する等、

 

工夫した取り組みもみ

【

られている。

【成果３

成

】

令和４年度と比較し

果

て肯定的な回答をした

１

割合は、小学校では微

】

増している一方で、中

小

学校では微減している

児

（令和４年度　小学

校

生

：96.4％→96.

活

5％、中学校：95.

習

9％→95.7％）。

慣

しかしながら、小学校

病

、中学校ともに東京都

予

の平均を上回っており

防

、児童・生

徒への「い

健

じめリーフレット」の

診

配付、年３回の「いじ

に

めに関するアンケート

お

調査」の実施、及び各

け

校が毎月開催する「学

る

校いじ

め防止対策委員

「

会」など、多角的な取

管

組の結果が成果に結び

理

ついていると考える。

不

【活動３】

全ての小・

要

中学校が人権教育研修

」

会に参加した。各校１

と

名受講するよう通知し

「

、複数名の参加校もあ

正

り、２回の研修会で合

常

計218

名の参加があ

」

った。また、人権尊重

の

教育推進校による発表

割

会では、充実した人権

合

尊重教育の実施方法を

は

学ぶために245名の

7

教員が

積極的に参加し

5

ており、教員の人権意

.

識が非常に高いと分析

3

される。

2)達成状況

％

と原因分析を踏まえた

で

今後の方向性

 【成果



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童・生徒の褒賞事業 学校支援課4017 3,177 8,368 11,545 現状維持 Ａ

中学校特別大会等助成事業 学校支援課4021 19,391 6,694 26,085 現状維持 Ｂ

小学校特別大会等助成事業 学校支援課4029 879 1,674 2,553 現状維持 Ｂ

小学校自然教室事業 学務課4084 102,563 8,368 110,931 現状維持 Ｂ

中学校自然教室事業 学務課4086 95,305 8,368 103,673 現状維持 Ｂ

校外施設管理運営事業 学務課4087 262,858 8,368 271,226 現状維持 Ｂ

小学校保健指導事業 学務課4091 137,351 3,347 140,698 現状維持 Ａ

小学校健康管理事業 学務課4092 61,558 15,170 76,728 拡充 Ａ

中学校保健指導事業 学務課4095 71,331 3,347 74,678 現状維持 Ａ

中学校健康管理事業 学務課4096 53,707 15,170 68,877 現状維持 Ａ

小学校給食業務運営事業 学務課4100 2,827,878 38,380 2,866,258 現状維持 Ａ

中学校給食業務運営事業 学務課4102 1,687,256 30,012 1,717,268 現状維持 Ａ

小学校給食調理室改修事業 学務課10703 146,837 4,184 151,021 現状維持 Ｂ

中学校給食調理室改修事業 学務課10723 116,316 4,184 120,500 現状維持 Ｂ

合計１４事業 5,586,407 155,634 5,742,041

3)施施策の手段として位置付け



施

やす

い授業に結びつけ

策

ていく。

■ 児童・生

の

徒が、情報収集や考え

概

の整理、意見発表など

要

の道具としてタブレッ

柱

ト端末を活用できるよ

立

うにするため
方　　　

て

針
、調べ学習やグルー

5

プ学習など、日常の授

【

業における児童・生徒

ひ

用タブレット端末の活

と

用頻度を高めていく。

】

担 当 課 名 学力定着推進

自

課（取りまとめ）、学

己

校ICT推進課、子ど

肯

も施設指導・支援課

電

定

話 番 号 03-3880

感

-6717 E-mai

を

l gaku-tei@

持

city.adach

ち

i.tokyo.jp

、

　学力の定着・向上に

生

向けて、教育委員会各

き

課と各学校が協働して

抜

取り組んでいる。具体

く

的には、基礎学力定着

力

に関

する教育施策の充

を

実（学力定着推進課）

備

、キャリア教育や調べ

え

学習の充実（教育指導

た

課）、ICTを活用し

人

た教育施策

の充実（学

施

校ICT推進課）等、

策

これら全てが総合的に

群

学力の定着・向上に繋

名

がる取組である。また

1

、学力定着に関す

協働

家

・協創 る総合調査の実

庭

施や委託による補習事

・

業、教員のICT活用

地

力向上のための研修等

域

で、民間教育事業者と

と

も幅広く協働

の 取 組 み

連

している。

１　貧困を

携

なくそう【＊目標に直

し

結】、４　質の高い教

、

育をみんなに【ターゲ

子

ット：4.1、4.2

ど

、4.6】

【関連する

も

理由】就学前から義務

の

教育期までの取組にお

学

いては、十分に研修等

び

の機会を設けて指導者

を

のスキル向上を
ＳＤＧ

支

ｓが
図りつつ、ICT

え

環境を活用しながら質

育

の高い教育を児童・生

む

徒に提供し、最低限の

施

基礎学力の保障と将来

策

の進路選択
目指す目標

名

の幅を広げることで、

1

貧困の連鎖の解消に繋

.

がっていくと考えられ

2

る。
（ターゲッ

【評価

確

】基本的生活習慣（挨

か

拶・姿勢・話を聞く）

な

の「できる」の数値は

学

高水準を維持している

力

。就学前に身につけ
ト

の

）との関
たこれらの習

定

慣が学びの基礎となり

着

、小・中学校での取組

に

をとおして基礎学力の

向

定着に繋がっているこ

け

とが「全国学
連及び評

た

価
力・学習状況調査」

就

における国との正答率

学

の比較から見てとれる

前

。今後も「教員の授業

か

力向上」と「個に応じ

ら

た学習

の充実」に向け

義

た取組みを進める中で

務

、様々な場面でICT

教

を有効活用しながら、

育

質の高い教育を目指し

期

ていく。

備　　　考

までの取組み

■ 保育者等の指導力の向上により、子どもたちの学びの基礎づくりを推進する。

■ 「わかる授業」「魅力ある授業」づくりを推進し、児童・生徒の学力の向上を図る。

■ 児童・生徒用タブレット端末の活用頻度を上げ、協働的な学びを実現し、自分の意見を述べ、他者の意見を聴き

施策の方向 、協力して問題の発見や解決に挑む力を育成する。

( 目 標 )

■ 小学校入学時に身についていることが望ましい基本的生活習慣（挨拶や返事、姿勢保持、話を聞く）が身につい

ている区内新小学１年生の割合は約９割である。

■ 「全国学力・学習状況調査」平均正答率の全国平均との比較では、小学校は教科によっては上回り、中学校は未

だに下回ってはいるものの差は縮小傾向である。
現　　　状

■ 児童・生徒一人一台のタブレット端末の配備が完了し、授業をはじめ様々な場面で活用できる環境が整備された

。さらに、家庭への持ち帰りが進み、学校・家庭での活用の機会が増加している。

■ 小学校入学時の基本的生活習慣の定着等、現在の乳幼児の教育・保育の水準を維持・向上させるため、幼保小連

携を含めた研修を通じ、保育者等の指導力を一定水準以上に保っていく必要がある。

■ 若手教員が多く配置されている当区の実状を踏まえ、教員一人ひと

足

りの授業力向上の取組

立

みを進め、学習内容の

区

確実な定着を図ってい

　

く必要がある。

■ 児

令

童・生徒一人一台のタ

和

ブレット端末を授業等

６

で有効活用し、従来の

年

「個に応じた指導」と

度

ともに、「協働的な
課

施

　　　題
学び（＝子ど

策

もたちが相互に学び合

評

い、教え合いながら、

価

様々な人たちと協力し

調

て課題に取り組む学習

書

）」を実現さ

せ、学力

(

の向上につなげていく

令

必要がある。

■ 乳幼

和

児の教育・保育や幼保

５

小連携などに関する研

年

修を通じ、保育者等の

度

指導力を向上させ、小

事

学校教育への滑ら

かな

業

移行につなげていく。

実

■ 教科指導専門員に

施

よる巡回指導等により

)

、教員の授業力を高め

1

、足立スタンダードに

 

基づく魅力的でわかり



　績　値 - 88.2 87.7 87.9 R6 90

達　成　率 0% 0% 98% 98% 97% 97% 98% 98% -

指標名 「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定的な回答をした児童・生徒の割合

定義等 「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定的な回答をした小学生の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 71 73 75 75 80
(5)

実　績　値 - 74.3 74.3 75.1 R6 80

達　成　率 0% 0% 102% 93% 99% 93% 100% 94% -

指標名 協働的な学習の中で児童・生徒にプレゼン機能を活用させた教員の割合

定義等 協働的な学習の中で児童にプレゼン機能を活用させた教員の割合（小学校）
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 55 60 60 70
(6)

実　績　値 - 34.3 48.2 63.2 R6 70

達　成　率 0% 0% 62% 49% 80% 69% 105% 90% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 708,930 1,149,850 7,346,364

人件費 2,018,745 2,082,737 2,243,163

総事業費 2,727,675 3,232,587 9,589,527

前年比(金額) 244,941 504,912 6,356,940

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 基本的生活習慣が身についている小学１年生の割合

定義等 基本的生活習慣の挨拶・姿勢・話を聞くの指標測定値の平均値【令和元年度から定義・目標値変更】
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 90 90
(1)

実　績　値 88.4 86.9 87.8 89.8 R6 90

達　成　率 98% 98% 97% 97% 98% 98% 100% 100% -

指標名 教育・保育力向上研修（年齢別運動遊び研修を含む）への参加職員数（保育士、幼稚園教諭等）

定義等 年齢別運動遊び研修含む参加職員数の延べ人数
指

単　位 人 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 2,100 2,100 2,100 2,100
(2)

実　績　値 - 2,318 2,840 2,097 R6 2,100

達　成　率 0% 0% 110% 110% 135% 135% 100% 100% -

指標名 「全国学力・学習状況調査」における国の正答率との差

定義等 小学６年生の国語における国の正答率と区の正答率の差
指

単　位 ポイント 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 2 5 3 5
(3)

実　績　値 - 4.5 1.5 0.7 R6 5

達　成　率 0% 0% 225% 90% 30% 30% 23% 14% -

指標名 「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯定的な回答をした児童・生徒の割合

定義等 「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯定的な回答をした小学生の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 90 90 90 90
(4)

実



慣

ードに基づく授業実践

が

とタブレット端末の有

身

効活用を織り交ぜなが

に

ら、一人でも多くの教

つ

員が「わかる授業」を

い

提供

出来るよう人材育

て

成を行う必要がある。

い

【指標５】「足立区学

る

力定着に関する総合調

1

査」で「グループ活動

年

やペア活動では自分か

生

ら積極的に発言したり

の

、みんなで意見を

出し

割

合うことができたと思

合

う」に肯定的な回答を

は

した児童・生徒の割合

8

は、小学校75.1％

9

（目標値75％、達成

.

率100.1％、前回

8

調

査時74.3％）、

％

中学校68.3％（目

で

標値65％、達成率1

あ

05.1％、前回調査

り

時66.9％）であっ

、

た。小・中学校ともに

概

、授業や学校活動

にお

ね

いてタブレット端末を

目

コミュニケーションツ

標

ールとして活用するこ

ど

とが定着しつつあり、

お

目標値を上回る割合に

り

なっている。

【指標６

で

】令和5年度において

あ

、協働的な学習の中で

っ

児童・生徒にプレゼン

た

機能を活用させた教員

。

の割合　小学校63.

小

2％（目標値6

0％、

学

達成率105.3％、

校

前回調査時48.2％

教

）、中学校43.6％

員

（目標値50％、達成

と

率87.2％、前回調

就

査時24.5％）

協働

学

的な学習を行わせた教

前

員の割合が小学校にお

施

いて目標値を上回った

設

のは、Googleパ

の

ートナー自治体として

保

小学校において実施

し

育

た「ジュニアICTリ

者

ーダープログラム」な

を

どプレゼン力向上の取

対

組みも一因といえる。

象

中学校において目標値

に

を下回ったのは、

教員

行

間・学校間のICTス

う

キルの差が大きいこと

接

が一因といえる。

2)

続

達成状況と原因分析を

4

期

踏まえた今後の方向性

教

【子ども施設指導・支

育

援課】

今後も引き続き

研

、子どもたちに必要な

修

体験が実現できるよう

会

に、接続期教育研修に

に

加え、教育・保育力向

加

上研修を実施し、周知

え

し

ていく。また、子ど

、

もたちが幼児教育から

 

保

小学校教育へ滑らかな

育

接続ができるよう、幼

者

保小連携活動を推進し

に

、互いの教育・保育

の

対

理解を深め、子どもの

し

育ちにつなげていく。

て

【学力定着推進課】

「

教

わかる授業」「魅力あ

育

る授業」を児童・生徒

・

に届けるために、足立

担

保

スタンダードに基づく

育

授業実践とタブレット

力

の有効活用を織

り交ぜ

向

ながら、教員の授業力

上

向上に取り組んでいく

研

。また、児童・生徒一

修

人ひとりの個に応じた

を

学習の充実の面では、

3

AIドリル（

小学1年

1

生～中学3年生、5教

当

回

科）に、蓄積された学

実

習ログの活用も含め、

施

児童・生徒の学力層や

し

つまずきに応じた効果

、

的な活用方

法等、好事

幼

例の横展開を図りなが

保

ら、確かな学力の定着

小

と学習意欲の向上につ

連

なげていく。また、施

携

策体系における各事業

部

活

の効果

や現場の負担感

動

を鑑みて、学力向上事

の

業の見直しを検討して

推

いく。

【学校ICT推

進

進課】

コミュニケーシ

及

ョンツールとしてタブ

び

レット端末を活用する

教

機会をより多く設ける

育

よう、GIGAスクー

・

ル推進研究校を中心と

に

保

した実

践事例の横展開

育

を図る。また、中学校

内

については、初心者向

容

けの研修の充実を図る

の

など、各教員のICT

質

スキルに応じた研修を

向

実施

し、教員の活用力

上

を更に高める。

さらに

を

、令和４年度から区と

図

して支援してきた認定

お

っ

教育者資格を取得した

た

教員を校内のリーダー

結

に位置づけ、校内研修

果

の実施によ

り各校で自

、

走できる体制を構築す

子

る。管理職向けの研修

ど

も継続して実施し、研

も

修を実施できる校内体

の

制の構築を働きかけて

学

いく。

け

ぶ意欲が高ま

り、基本

る

的生活習慣の獲得につ

評

ながった。

【指標２】

価

令和5年度も引き続き

（

、教育・保育力向上研

部

修に加え・教育・保育

長

課題研修（衛生管理等

評

）を対面型・集合研修

価

で実施

した。参加職員

－

数は研修参加目標の2

１

,100人に対して、

次

3人下回る2,097

評

人(区立園999人、

価

私立園1,098人）

）

の参加であったが、概

そ

ね

目標どおりだった。

の

【指標３】「全国学力

１

・学習状況調査」にお

1

ける国の正答率との差

)

は、小学6年生の国語

施

が+0.7ポイント（

策

目標値+3ポイント、

の

前

回調査時は+1.5

達

ポイント）、算数が+

成

1.3ポイント（目標

状

値+2ポイント、前回

況

調査時は+1.8ポイ

と

ント）、中学３年生の

そ

国語が-0.5ポ

イン

の

ト（目標値±0ポイン

原

ト、前回調査時は-3

因

.3ポイント）、数学

の

が-3.0ポイント（

分

目標値+0.5ポイン

析

ト、前回調査時は-2

【

.1ポイ

ント）となっ

指

た。小学6年生は2教

標

科ともに国の正答率を

１

上回ることが出来た一

】

方、前年度と比較して

4

国の正答率との差はわ

月

ずかに

縮まった。中学

に

3年生は2教科ともに

入

目標値及び国の正答率

学

を下回った。国語は国

し

の正答率まであと一歩

た

のところまで近づいた

小

が、

数学は前年度より

学

も差が開き厳しい結果

校

となった。当区は23

１

区の中でも若手教員が

年

多く配置されるため、

生

様々な手段で若手教員

の

の

授業力向上の支援を

児

行っているが、今後も

童

人材育成に注力しなが

を

ら「わかる授業」につ

対

なげていく必要がある

象

。

【指標４】「足立区

に

学力定着に関する総合

行

調査」で「学校の授業

っ

はわかる」に肯定的な

た

回答をした割合は、小

ア

学校87.9％（目標

ン

値

90％、達成率97

ケ

.7％、前回調査時は

ー

87.7％）、中学生

ト

66.5％（目標値8

で

0％、達成率83.1

は

％、前回調査時は67

、

.4％）となった。

小

基

学生は前回調査をわず

本

かに上回り、目標値に

的

近づいてきているが、

生

中学生は目標値及び前

活

回調査を下回る結果と

習

なった。

足立スタンダ



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

教育委員会運営事務 教育政策課4015 12,638 15,899 28,537 現状維持 Ａ

教育政策管理事務 教育政策課4016 213,285 162,218 375,503 拡充 Ｂ

学校支援管理事務 学校支援課4022 8,584 70,802 79,386 現状維持 Ｂ

特別指導講師派遣事業 学力定着推進課4027 67,082 69,013 136,095 統合・終了 Ａ

小学校教育研究会等助成事業 学校支援課4028 13,400 2,510 15,910 現状維持 Ａ

中学校教育研究会等助成事業 学校支援課4032 14,392 2,510 16,902 現状維持 Ａ

学校図書充実事業 学校支援課4038 37,171 0 37,171 統合・終了 Ｂ

幼児教育振興事業 子ども施設指導課4045 6,007 80,032 86,039 現状維持 Ａ

学校の指導事務 教育指導課4107 72,706 1,163,910 1,236,616 改善・変更 Ａ

学校教育充実事務 教育指導課4108 56,827 30,125 86,952 改善・変更 Ａ

学力向上対策推進事業 学力定着推進課4109 363,498 557,443 920,941 改善・変更 Ａ

教職員の研修事務 教育指導課4111 3,300 31,798 35,098 現状維持 Ｂ

学習支援ボランティア事業 教育政策課4129 8,434 1,674 10,108 現状維持 Ｂ

教科書採択事務 教育指導課21574 3,801 5,021 8,822 現状維持 Ａ

学校ＩＣＴ推進事業 学校ＩＣＴ推進課23065 365,239 50,124 415,363 現状維持

3

Ａ

教育ＩＣＴ環境整備

)

資金積立基金積立金 学

施

校ＩＣＴ推進課239

施

09 6,100,00

策

0 84 6,100,0

の

84 現状維持 Ａ

合計１

手

６事業 7,346,3

段

64 2,243,16

と

3 9,589,527

して位置付け



施

えた支援体制を構築す

策

る。
方　　　針

■　引

の

き続きＳＳＷが学校や

概

家庭への訪問を重ね、

要

学校や家庭との連携を

柱

強化することで、問題

立

の早期発見、解決に

　

て

努める。

担 当 課 名 こ・

5

支援管理課（取りまと

【

め）

電 話 番 号 03-3

ひ

852-2875 E-

と

mail kodomo

】

-sienkanri

自

@city.adac

己

hi.tokyo.j

肯

p

　就学相談や教育相

定

談、ＳＳＷによる支援

感

を行う際に、幼児・児

を

童・生徒の情報共有な

持

ど、保育園・こども園

ち

・学校

だけでなく、教

、

育指導課や学務課等の

生

関係各課と連携してい

き

る。

協働・協創
の 取 組

抜

み

【目標】4 質の高

く

い教育をみんなに【タ

力

ーゲット】4.5 教

を

育における男女格差を

備

なくし、脆弱層が教育

え

や職業訓練に

平等にア

た

クセスできるようにす

人

る。【評価】一人ひと

施

りのニーズに適した丁

策

寧な就学相談や教育相

群

談、ＳＳＷによる
ＳＤ

名

Ｇｓが
支援を行うこと

1

で、適正な就学及び不

家

登校の解決に繋げるこ

庭

とができた。
目指す目

・

標
（ターゲッ
ト）との

地

関
連及び評価

備　　　

域

考

と連携し、子どもの学びを支え育む

施 策 名 1.3 課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

■　発達障がいを含む障がいのある児童・生徒に対して、一人ひとりのニーズに適した就学相談を行い、適切な就学

　先を決定していく。

■　学校と教育委員会が一体となった支援体制を構築し、不登校の未然防止に努めるとともに、不登校発生率の減少

施策の方向 　に取組む。

( 目 標 ) ■　スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を軸に、学校や専門機関との連携を強化し、不登校の解決や改善につな

　げる。

■　発達面やコミュニケーション等に課題を抱える児童・生徒への支援のため、特別支援教室を全小・中学校へ導入

　したことで、就学相談件数が増加している。

■　不登校児童・生徒への支援を目的に、学校以外の教育機会の場の拡充を行っているが、不登校の発生率は全国的

　に増加しており、区においても増加傾向である。
現　　　状

■　ＳＳＷの学校や家庭への訪問及び支援活動を通して、ＳＳＷや福祉サービスの活用に対する学校の理解が深ま

　り、ニーズが顕在化したことで、訪問件数が増加している。

■　就学相談により就学先が決定した割合は高い実績で推移しているが、今後さらに就学相談件数が増えた場合も

　同様の水準を維持していく必要がある。

■　不登校児童・生徒数は増加しており、非常に高い伸びとなった。長期化する前の、早期の支援が

足

必要である。

■　家か

立

ら外出できない子ども

区

への支援が課題となっ

　

ており、引き続き学校

令

とＳＳＷが目的を共有

和

し、福祉事務所

　や、

６

医療機関などの専門機

年

関と協力して解決にあ

度

たる必要がある。
課　

施

　　題

■　申込のあっ

策

た就学相談全件に対し

評

て、必要な個別相談や

価

各種検査、行動観察を

調

確実に実施できる相談

書

体制を堅持

　し、引き

(

続き子どもたちの適切

令

な就学を支援していく

和

。

■　学校から毎月提

５

出される長期欠席児童

年

・生徒状況表による情

度

報収集とともに、特に

事

中学校の校内委員会に

業

教育委

　員会の職員（

実

スクールカウンセラー

施

、ＳＳＷ、常勤心理職

)

）が参加、協議する体

1

制をルール化し、本人

 

や家庭の状

　況を踏ま



た不登校支援を行うＳＳＷ（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ）により不登校等が解決または改善した割合

定義等 改善した人数／関わった人数（スクールソーシャルワーカーは学校における児童生徒の福祉に関する支援に従事する）
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 29 32 35 38 40
(5)

実　績　値 33 39 36 34 R6 40

達　成　率 114% 83% 122% 98% 103% 90% 89% 85% -

指標名 ＳＳＷが相談を受けた人数（参考：H27年度SSW人数３人、R元年度14人、R2・3年度15人、R4・5年度18人）

定義等 ＳＳＷが支援した人数
指

単　位 人 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 430 440 450 450 450
(6)

実　績　値 444 473 439 513 R6 450

達　成　率 103% 99% 108% 105% 98% 98% 114% 114% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 151,962 173,431 479,797

人件費 913,521 926,093 965,088

総事業費 1,065,483 1,099,524 1,444,885

前年比(金額) 38,272 34,041 345,361

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 就学相談により、障がいがある等の特別な支援が必要な児童・生徒の就学先が決定した割合

定義等 終結件数／申し込み件数
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 99 99 100 100 100
(1)

実　績　値 99 99 99 99 R6 100

達　成　率 100% 99% 100% 99% 99% 99% 99% 99% -

指標名 就学相談を実施した件数

定義等 就学相談の申し込み件数
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 1,220 1,200 1,220
(2)

実　績　値 1,062 1,218 1,136 1,198 R6 1,220

達　成　率 0% 87% 0% 100% 93% 93% 100% 98% -

指標名 不登校発生率（小学校）※低減目標

定義等 不登校児童数／児童の在籍数
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 0.74 0.74 0.74 0.74
(3)

実　績　値 0.99 1.03 1.23 1.92 R6 0.74

達　成　率 0% 75% 72% 72% 60% 60% 39% 39% -

指標名 校内委員会において支援方法等を協議した延べ回数（参考：対象児童・生徒数1,600人）

定義等 校内委員会で支援方針について協議した児童・生徒の延べ人数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
(4)

実　績　値 5,287 5,576 5,580 5,632 R6 6,000

達　成　率 88% 88% 93% 93% 93% 93% 94% 94% -

指標名 家庭や生活環境も踏まえ



0

ていく。また、不登校

件

の要因等、区独自の調

を

査の実施について、検

超

討を行

っていく。

【指

え

標4】　

　学校と課題

る

を共有し、学校の支援

就

ニーズの確認や支援方

学

法の提案を行っていく

相

ため、SCやSSWに

談

校内委員会への積極的

を

な参加を

指示していく

受

。

【指標5･6】　　

け

　不登校児童・生徒数

て

が年々増加する中で、

い

今後はSSWが相談対

る

応する件数も増加する

が

ことが予想される。今

、

後、計画的な増員と

と

就

もに、SSW一人ひと

学

りの支援レベルの向上

相

にも取り組むことで、

談

学校の様々なニーズに

員

的確に対応できる体制

を

を整備し、引き続

き改

増

善率の向上を図ってい

や

く。

すとともに、研修を実施することにより相談員のスキルアップを図り、一人

4

ひとりに応じた相談を

 

行うことで高い完結率

担

を維持

することができ

当

た。

【指標3】　

　指

部

標名： 不登校発生率

に

（中学校）※低減目標

お

　定義等： 不登校生

け

徒数／生徒の在籍数

　

る

目標値： 令和3年度

評

4.33%　令和4年

価

度4.33%　令和5

（

年度4.33%　令和

部

6年度4.33%

　実

長

績値： 令和2年度4

評

.96%　令和3年度

価

4.93%　令和4年

－

度5.77%　令和5

１

年度7.08%

　小・

次

中学校102校中、7

評

4校で増加し、学年が

価

上がるにつれ、不登校

）

児童生徒数も増加して

そ

いる。特に、「無気力

の

・不安」という

要因が

１

小・中学校ともに最も

1

多く、不登校の約５割

)

の児童・生徒が該当し

施

ている。また、それ以

策

外については、「家庭

の

環境」や「

生活リズム

達

の乱れ・遊び・非行」

成

等、様々な要因がある

状

ことが確認できた。

【

況

指標4】　

　校内委員

と

会での理解が深まり、

そ

中学校においては、S

の

CやSSWによる専門

原

的な相談を受ける案件

因

が昨年度に比べ増加し

の

ている。令

和５年度も

分

目標値の９割を超える

析

実績となった。

【指標

【

5･6】（SSW人数

指

：R5年度18人）

　

標

令和５年度はSSWが

1

相談を受けた人数が昨

･

年度より７０人以上増

2

加（昨年度４３９人）

】

し、支援した人数の目

　

標を達成した。一

方で

全

、改善率が昨年度より

小

下がったのは相談件数

中

が大幅に増加したこと

学

が大きい。その中で一

校

番多い主訴は不登校だ

に

ったが、その

状況が改

特

善するには時間を要す

別

るケースが多く、改善

支

率が上がらない主な要

援

因となっている。

2)

学

達成状況と原因分析を

級

踏まえた今後の方向性

の

【指標1･2】

　引き

設

続き就学相談員のスキ

置

ルアップを図り、学校

が

・関係機関等と連携を

完

進めながら、速やかに

了

相談を完結し、適切な

し

就学につな

げていく。

た

【指標3】　

　発生率

令

の上昇を抑えるため、

和

SC、SSW、教育相

３

談員が学校、保護者等

年

と連携し、必要な支援

度

につないでいくととも

以

に、補助金の

活用によ

降

る学校内の別室支援の

、

充実や、教育指導課で

毎

実施しているSSRの

年

拡充・連携、私立学び

1

の多様化学校との連携

,

による民間

ノウハウの

1

活用など、様々な施策

0

を組み合わせて対応し



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

外国人児童、生徒保護者負担軽減事務 子ども政策課3776 10,596 4,184 14,780 現状維持 Ｂ

特別支援教育事業 こ・支援管理課4124 19,482 101,272 120,754 改善・変更 Ａ

教育相談事業 こ・教育相談課18696 90,785 540,688 631,473 拡充 Ａ

こども支援センターげんき運営事務 こ・支援管理課18735 43,797 46,560 90,357 現状維持 Ｂ

発達障がい児支援事業 こ・支援管理課21710 14,343 178,192 192,535 拡充 Ａ

就学相談事業 こ・支援管理課23518 4,670 70,912 75,582 改善・変更 Ａ

学齢児発達支援事業 こ・支援管理課23519 5,724 19,096 24,820 改善・変更 Ａ

私立学校施設整備事業 子ども政策課23529 290,400 4,184 294,584 現状維持 Ａ

合計８事業 479,797 965,088 1,444,885

3)施施策の手段として位置付け



施

る。

■　児童・生徒の

策

教育環境及び災害時の

の

避難所機能向上のため

概

、計画的な施設整備を

要

実施する。

■　令和７

柱

年度以降、統合により

立

新たに適正規模化に取

て

り組むエリア等につい

5

ては、国や都の少人数

【

学級の動向や区

　内小

ひ

規模校の状況を踏まえ

と

検討していく。
方　　

】

　針
■　既存の開かれ

自

た学校づくり協議会の

己

さらなる活動を支援し

肯

、家庭、地域の方々が

定

より深く学校運営に参

感

画する　

　「コミュニ

を

ティ・スクール」（学

持

校運営協議会）の設置

ち

を進めていく。

担 当 課

、

名 学校施設管理課（取

生

りまとめ）

電 話 番 号 0

き

3-3880-596

抜

5 E-mail g-s

く

hisetsukan

力

ri@city.ad

を

achi.tokyo

備

.jp

　学校施設の改

え

修・改築時においては

た

開かれた学校づくり協

人

議会やまちづくり協議

施

会をはじめとした地域

策

組織や学校

と意見交換

群

を行い、快適に学べる

名

教育施設の整備の実現

1

に向けて連携をしてい

家

る。また、庁内におい

庭

ても他の教育施

策との

・

連携・調整を図りなが

地

ら、学校施設の更新及

域

び適正配置事業を教育

と

委員会全体の課題とし

連

て取り組んでいる。

協

携

働・協創
の 取 組 み

【目

し

標】４　すべての人に

、

包摂的かつ公正な質の

子

高い教育を確保し、生

ど

涯学習の機会を促進す

も

る。

【ターゲット】４

の

.ａ　子ども、障害及

学

びジェンダーに配慮し

び

た教育施設を構築・改

を

良し、すべての人々に

支

安全で非
ＳＤＧｓが

暴

え

力的、包摂的、効果的

育

な学習環境を提供でき

む

るようにする。
目指す

施

目標
【関連する理由】

策

教育施設の維持・更新

名

および学校運営に関す

1

る協議会等の実施によ

.

り、教育環境等の整備

4

・充実に
（ターゲッ

寄

安

与する。
ト）との関

【

全

評価】学校施設の各種

・

改修を実施するととも

快

に、学校運営の協議会

適

を支援することにより

に

、教育環境等の向上の

学

推
連及び評価

進を図っ

べ

た。

備　　　考

る教育施設の整備と学校運営の充実

■　改築と既存校の保全工事を連携させた施設更新により、学校施設の長寿命化を推進する。

■　学校の設備更新を計画的に実施し、教育環境の改善及び安全対策を推進する。

■　学校規模の適正化を進めることで、教育環境の向上を図る。

施策の方向 ■　開かれた学校づくり協議会の活動のさらなる発展に取組み、コミュニティ・スクールの設置拡大を図ることで、

( 目 標 ) 　学校、家庭、地域が共に特色ある学校づくりを推進する。

■　昭和４０年前後に児童・生徒が急増し、学校建設が集中したことから、施設更新時期を迎えた古い学校が多く

　なっている。

■　学校施設は災害時の避難所としての側面を有するため、教育環境と防災機能の両面からの整備を行っている。

■　児童・生徒数は、昭和５４年度の９７，７６９人をピークに約４５％（４４，０２３人）まで減少し、学校に
現　　　状

　よっては、学年で２クラス以上の編成ができず、クラス替えできないという状況も生じている。

■　区内の全小・中学校には、学校関係者、保護者、地域住民などが参画して、開かれた学校づくり協議会が設置さ

　れ、機能している。

■　改築時期の集中による費用負担の平準化を図るため、各施設の状況把握に基づく優先順位付けを行う必要が

　ある。

■　自然災害に備

足

え、換気対策の充実や

立

センサー型水栓など感

区

染症対策にも配慮した

　

避難所機能向上を目的

令

とした施

　設整備が必

和

要である。

■　学校の

６

適正規模・適正配置は

年

、特定の小規模校だけ

度

ではなく、周辺校を含

施

めたエリア全体を一体

策

的に考えて進め
課　　

評

　題
　ていく必要があ

価

る。

■　山積する教育

調

課題を解決し、学校の

書

安定的な運営を支える

(

ためには、学校と家庭

令

、地域、行政が相互に

和

連携・協

　働して教育

５

活動の充実に努めてい

年

く必要がある。

■　莫

度

大な学校施設更新費用

事

の平準化及び災害時の

業

避難所としての活用を

実

考慮して策定した保全

施

・更新計画に基づ　

　

)

き、長寿命化を図るた

1

めの改築工事及び保全

 

工事を計画的に実施す



設置校数

定義等 開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの設置校数
指

単　位 校 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 13 14 14 15 15
(5)

実　績　値 12 13 13 13 R6 15

達　成　率 92% 80% 93% 87% 93% 87% 87% 87% -

指標名 開かれた学校づくり協議会の実施回数

定義等 全小中学校に設置されている開かれた学校づくり協議会の協議会並びに部会、授業診断・学校評価の実施総数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 2,171 1,530 1,530 1,530 1,000
(6)

実　績　値 535 626 948 951 R6 1,000

達　成　率 25% 54% 41% 63% 62% 95% 62% 95% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 39,799,946 24,492,867 13,984,894

人件費 820,181 738,313 762,381

総事業費 40,620,127 25,231,180 14,747,275

前年比(金額) 22,943,339 △15,388,947 △10,483,905

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 改築・大規模改修工事が完了した学校数

定義等 平成29年～令和6年度の改築・大規模改修工事予定校22校のうち改築・大規模改修工事が完了した学校数
指

単　位 校 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 10 16 17 19 22
(1)

実　績　値 10 15 18 19 R6 22

達　成　率 100% 45% 94% 68% 106% 82% 100% 86% -

指標名 改修計画工事が完了した学校の割合

定義等 トイレ改修、教室照明ＬＥＤ化、ガラス改修計画、学校毎の改修対象工事が全て完了した学校の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 24 44 63 70
(2)

実　績　値 - 21 39 59 R6 70

達　成　率 0% 0% 88% 30% 89% 56% 94% 84% -

指標名 全小・中学校に占める「適正規模校」の割合

定義等 適正規模校（小学校：12～24学級、児童数340～760人／中学校：12～24学級、生徒数370～840人）割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 64 63 64 64 66
(3)

実　績　値 63 59 59 59 R6 66

達　成　率 98% 95% 94% 89% 92% 89% 92% 89% -

指標名 統合した学校数

定義等 平成27年度から令和7年度までに統合をする学校数
指

単　位 校 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 6 6 8 10 10
(4)

実　績　値 6 6 8 10 R6 10

達　成　率 100% 60% 100% 60% 100% 80% 100% 100% -

指標名 開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの



了

えられ、指

標設定時か

す

ら協議会を取り巻く環

る

境が大きく変化したこ

こ

とから、目標値（Ｒ６

と

）を1000回に修正

が

する。

2)達成状況と

で

原因分析を踏まえた今

き

後の方向性

【指標１】

た

令和３年３月に策定さ

。

れた「学校施設の個別

【

計画（長寿命型改修計

指

画）」に基づき、改築

標

・大規模改修工事を計

２

画的に

実施し、工事実

】

施時期の見直しが必要

ト

となった際には、学校

イ

や関係所管と連携し、

レ

学校運営に支障が無い

改

よう柔軟に対応してい

修

く

。

【指標２】各種改

に

修計画は、安全・快適

つ

に学べる学校施設を整

い

備するために、計画的

て

に実施していく必要が

は

ある。社会情勢等の外

、

部要因により、工事実

令

施時期の見直しが必要

和

となる場合があるが、

4

計画の遅れは最小限に

年

留め、円滑な学校運営

度

ができるよう努め

てい

ま

く。

【指標３】適正規

で

模校の割合については

に

、令和４年度、令和５

す

年度と目標値を下回っ

で

ており、小学校９校、

に

中学校４校では、学校

完

によっては１クラスし

了

か設置できず、人数も

し

３０人以下でクラス替

て

えもできない状況も生

い

じている。継続して学

る

校規模や学区域再

編を

。

含めた検証を行い、適

ガ

正規模・適正配置の検

ラ

討を進めていく。

【指

ス

標４】統合する学校数

改

については、令和７年

修

度の適正規模・適正ガ

計

イドラインの改訂に合

画

わせて、統合に取り組

対

む地区の選定

や実施計

象

画策定を進め、適正規

2

模・適正配置の実現に

6

向けた取り組みを進め

校

ていく。

【指標５】国

の

では、ＣＳ設置を努力

内

義務としている。足立

、

区では、足立区版ＣＳ

2

「開かれた学校づくり

4

2

協議会型ＣＳ」の設置

校

拡大

を目指しているが

は

、既存の開かれた学校

計

づくり協議会の中には

画

、新たにＣＳを設置し

通

たことで生じる負担等

り

から、設置を躊躇もし

完

くは必要ないと考えて

了

いる団体が多い。今後

で

は、国の動向を注視し

 

き

ながら、開かれた学校

た

づくり協議会へは会長

が

研修会や意見交換

会等

、

で継続して丁寧な説明

残

を行い、ＣＳに対する

り

負担感や不安感を解消

4

し設置を促していく。

校

また、役員会のある開

に

かれた学校づ

くり協議

つ

会へは役員会からＣＳ

担

い

への移行をより具体的

て

に説明し、ＣＳ化への

は

理解を深めていく。

【

、

指標６】コロナ禍が終

サ

了したものの、協議会

ッ

間で活動量に差が見ら

シ

れる。協議会のあり方

改

を模索しているところ

修

もあり、協議会

同士で

が

意見交換や活動事例紹

当

必

介を行える場を提供す

要

ることで協議会活動の

に

活性化を支援し、学校

な

・家庭・地域による開

っ

かれた学校

づくりを推

た

進していく。

ことで延

部

期となったり、大規模

に

改修計画に合わせて複

お

数年度実施の計画

に変

け

更する等の理由により

る

完了しなかった。教室

評

照明LED化工事計画

価

対象9校のうち、7校

（

については完了したが

部

、残り2校について

は

長

、資材調達の見込みが

評

立たなかった等の理由

価

により完了しなかった

－

ため、達成率は94％

１

となった。

【指標３】

次

適正規模・適正配置の

評

取り組みとして、令和

価

５年度に小学校統合に

）

より学校数１減を実施

そ

した他、中学校１校が

の

小規模

校になったこと

１

から、適正規模校の割

1

合は、令和４年度５９

)

．２％に対して、令和

施

５年度は５８．８％と

策

減少した。なお、小学

の

校

では、３３％（約３

達

割）の学校が、各学年

成

２クラス（１２クラス

状

）未満や、１クラス３

況

５人編成を下回るなど

と

の小規模校となって

い

そ

る。中学校では、ほぼ

の

半数に近い４９％の学

原

校が小規模校となって

因

いる。

【指標４】統合

の

する学校数について、

分

平成２９年度までに江

析

北地区、鹿浜地区の６

【

校の統合を実施してい

指

る。令和４年度に、江

標

北

地区の小学校２校の

１

統合を実施した。令和

】

５年度には、鹿浜地区

令

の小学校２校の統合を

和

完了し目標を達成した

５

。

【指標５】R4年度

年

以降設置校は増えてい

度

ない。開かれた学校づ

に

くり協議会が十分機能

完

していることから新た

了

に学校運営協議会の設

予

置を考えていない学校

定

が多かった。また、設

で

置に興味はあるが生じ

あ

る負担や責任への不安

っ

から設置を躊躇してい

た

る学校も多い。

　この

小

ため、学校にとって負

学

担が少なく無理のない

校

形での設置を促してい

１

くこととして、目標値

校

（Ｒ６）を１５校に修

の

正する。

【指標６】協

大

議会平均開催数は、小

規

学校3.8回、中学校

模

3.5回であった（小

改

中一貫校は中学校に含

修

む）。家庭教育等各部

工

会は、小学

校266回

事

、中学校80回。授業

に

診断は、小学校91回

つ

、中学校30回であっ

い

た。全体的に前年度に

て

比べほぼ横ばいであり

、

、目標を達成し

なかっ

予

た。委員の高齢化・多

定

忙化や教員の働き方改

通

革により、会議の省力

り

化や効率化が求められ

完

ていることが要因と考



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３４事業 13,984,894 762,381 14,747,275

3)施施策の手段として位置付け



小学 事

5

Ｂ

中学校災害共済給付

7

事業 学務課4097 1

0

2,106 4,473

1

16,579 現状維持

2

Ｂ

中学校環境衛生事業

,

学務課4098 5,3

2

79 2,837 8,2

1

16 現状維持 Ｂ

学校安

7

全衛生委員会運営事務

3

学校支援課4113 7

業

5

,886 12,552

,

20,438 現状維持

7

Ｂ

教職員の被服貸与事

8

務 学校支援課4114

7

567 837 1,40

改

4 現状維持 Ｂ

健康管理

善

事務 学校支援課411

・

5 61,510 13,

変

305 74,815 現

更

状維持 Ａ

学校適正配置

学

Ａ

推進事業 学校施設管理

小

課4839 875 8,

学

117 8,992 現状

校

維持 Ａ

小学校施設の保

用

全事業 学校施設管理課

務

5014 3,813,

委

967 206,835

託

4,020,802 現

事

状維持 Ａ

中学校施設の

業

保全事業 学校施設管理

校

学

課5018 2,435

校

,824 121,23

支

7 2,557,061

援

現状維持 Ａ

教職員人事

課

・給与支給管理事務（

4

予算に紐付かない） 教

0

育指導課21489 0

3

66,944 66,9

1

44 現状維持 Ａ

学校検

8

査事務 学校支援課21

支

3

491 0 11,213

2

11,213 現状維持

,

Ａ

学校図書館地域開放

1

事業 青少年課2299

9

1 17,693 9,5

8

40 27,233 改善

9

・変更 Ａ

合計３４事業

,

13,984,894

8

762,381 14,

5

747,275

援

9 842,057

別紙

3)施策の手段

改

として位置付けられる

善

事務事業の評価結果
事

課

・

務事業 施策への
事務事

変

業名 事業費 人件費 総事

更

業費 課長評価 担当課コ

Ａ

 ー ド 貢献度

中学校用務委

4

託事業 学校支援課40

0

35 420,096 9

1

,859 429,95

校9

5 改善・変更 Ａ

小学校

9

公共料金管理事業 学校

9

支援課4039 984

7

,031 4,184 9

2

88,215 現状維持

,

Ａ

小学校運営管理事業

5

学校支援課4040 6

1

37,552 15,7

0

67 653,319 現

3

状維持 Ａ

中学校公共料

周 ,

金管理事業 学校支援課

5

4041 553,40

0

1 2,427 555,

7

828 現状維持 Ａ

中学

現

校運営管理事業 学校支

状

援課4042 381,

維

398 7,003 38

持

8,401 現状維持 Ａ

Ｂ

第四中学校夜間学級運

中

営管理事業 学校支援課

年

学

4043 2,342 8

校

4 2,426 現状維持

周

Ｂ

学校運営協議会推進

年

事業 青少年課4048

行

5,961 5,021

事

10,982 拡充 Ａ

学

等

校施設管理事務 学校施

指

設管理課4053 40

導

,216 31,616

事

71,832 現状維持

行

業

Ｂ

学校教育関係施設改

学

修事業 学校施設管理課

校

4054 729,28

支

2 15,899 745

援

,181 現状維持 Ｂ

小

課

学校施設の設備管理事

4

業 学校施設管理課40

0

56 208,796 9

2

,859 218,65

0

5 現状維持 Ａ

小学校施

事

5

設の維持補修事業 学校

9

施設管理課4057 1

9

94,221 10,0

8

42 204,263 現

3

状維持 Ａ

中学校施設の

7

設備管理事業 学校施設

1

管理課4061 99,

,

798 9,859 10

4

9,657 現状維持 Ａ

3

中学校施設の維持補修

等

6

事業 学校施設管理課4

現

062 96,662 1

状

0,878 107,5

維

40 現状維持 Ａ

義務教

持

育施設建設資金積立基

Ｂ

金積立金 学校施設管理

開

課4070 1,164

か

,750 837 1,1

れ

65,587 現状維持

た

Ａ

区立小学校の改築事

指

学

業 学校施設管理課40

校

72 101,943 2

づ

1,338 123,2

く

81 現状維持 Ａ

区立中

り

学校の改築事業 学校施

推

設管理課4073 1,

進

004,025 38,

事

911 1,042,9

業

36 現状維持 Ａ

就学事

青

務事業 学務課4074

導

少

107,918 78,

年

174 186,092

課

拡充 Ａ

小学校災害共済

4

給付事業 学務課409

0

3 26,897 4,4

2

73 31,370 現状

4

維持 Ｂ

小学校環境衛生

2

事業 学務課4094 1

3

2,434 2,837

,

15,271 現状維持



 

紙面構成の都合により、本ページ余白 
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　子どもがたくま

概

しく生き抜く力を育む

要

ための事業を区内大学

柱

と協働協創して実施し

立

ていく。

　区内都立高

て

校や東京都生涯学習課

5

、ユースソーシャルワ

【

ーカー等との連携によ

ひ

り、高校生の中退防止

と

を図り、卒業

協働・協

】

創 後の進路実現に向け

自

た支援を行う。

の 取 組

己

み

【目標】4 質の高

肯

い教育をみんなに【タ

定

ーゲット】4.3 高

感

等教育に平等にアクセ

を

スできるようにする。

持

【関連する理

由】行政

ち

評価を実施し、業務を

、

改善することが、区民

生

に対する説明責任を果

き

たすことにつながる。

抜

【評価】わかりや
ＳＤ

く

Ｇｓが
すい指標を用い

力

たことで、効果が明確

を

になった。
目指す目標

備

（ターゲッ
ト）との関

え

連及び評価

備　　　考

た人

施 策 群 名 1 家庭・地域と連携し、子どもの学びを支え育む

施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

■　子どもたちが自己肯定感を持ち、これからも夢を育みチャレンジすることができるように、異世代との交流や

　様々な経験・体験の場、機会を拡大する。

■　高校中途退学者、高校を卒業したものの無業や不安定就労にある人、青年期・成人期で課題を抱える若年者に対

施策の方向 　して、社会人・職業人への円滑な移行を支援するために、国や東京都、地域や各団体との連携を強化していく。

( 目 標 )

■　核家族化や地縁的なつながりの希薄化により、乳幼児期からの生活リズムの乱れなど家庭での教育力の低下が懸

　念されていることから、保育園や幼稚園等と連携して「早寝・早起き・朝ごはん」の取組みを進めている。

■　集団宿泊的行事として実施している小・中学校自然教室では、豊かな自然や文化に触れる様々な体験活動を行っ

　ている。
現　　　状

■　大学との連携事業等による多様な経験・体験の機会を提供している。

■　区内の都立高校の中途退学者数は減少傾向にあるが、依然として多い状況である。

■　多様な経験・体験の場をさらに充実させるために、子どもたちの成長段階に応じた体験活動の機会を増やしてい

　く必要がある。

■　高校中途退学者や無業の若年者の情報は区で集約することが難しく、そうした若者の実態把握と支援策

足

を構築す

　る必要があ

立

る。

課　　　題

■　自

区

然教室や大学生との交

　

流等を通じて、様々な

令

経験・体験をすること

和

により、子どもたちが

６

新しいことにチャレ

　

年

ンジするきっかけをつ

度

くっていく。

■　「居

施

場所を兼ねた学習支援

策

」に登録している中学

評

生が高校に進学した後

価

も、東京都のユースソ

調

ーシャルワーカー

　等

書

と連携しながら、高校

(

中途退学の防止や中途

令

退学後の支援を行って

和

いく。

■　高校中途退

５

学の予防、進路未決定

年

者の発生防止のため、

度

区の教育委員会や中学

事

、高校、東京都との連

業

携を強化す
方　　　針

実

　る。

担 当 課 名 青少年

施

課（取りまとめ）

電 話

)

番 号 03-3880-

1

5264 E-mai

 

l seishoune



ている高校生のうち高校を中途退学した人の割合※低減目標
指

単　位 % 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 0 0 0
(4)

実　績　値 - 1.6 3.9 3.9 R6 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等の数

定義等 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等の数
指

単　位 人 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 130 130 90
(5)

実　績　値 - 129 133 128 R6 90

達　成　率 0% 0% 0% 143% 102% 148% 98% 142% -

指標名 高校中途退学に関わる中学校・高等学校接続会議の開催回数

定義等 高校中途退学に関わる中学校・高等学校接続会議の年間開催回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 3 3 3 3
(6)

実　績　値 - 1 3 2 R6 3

達　成　率 0% 0% 33% 33% 100% 100% 67% 67% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 1,140,370 1,483,599 1,127,766

人件費 263,443 253,166 239,024

総事業費 1,403,813 1,736,765 1,366,790

前年比(金額) 380,515 332,952 △369,975

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合

定義等 「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 68.5 - - - 72
(1)

実　績　値 - 71.6 72.8 75 R6 72

達　成　率 0% 0% 0% 99% 0% 101% 0% 104% -

指標名 大学連携による体験活動後に「新しいことを知ったりチャレンジしたい」と回答した子どもの割合

定義等 大学連携事業の参加者に占める「新しいことを知ったりチャレンジしたい」と回答した子どもの割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 90 90
(2)

実　績　値 90 87 89 81 R6 90

達　成　率 100% 100% 97% 97% 99% 99% 90% 90% -

指標名 自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすことができた」などと回答した児童・生徒の割合

定義等 自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすことができた」などと回答した児童・生徒の割合
指

単　位 % 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 78 78 78 78 80
(3)

実　績　値 75 88 89 89 R6 80

達　成　率 96% 94% 113% 110% 114% 111% 114% 111% -

指標名 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生のうち高校を中途退学した人の割合

定義等 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録し



す

応、進学先とのミスマ

る

ッチなどが原因となり

指

、数名の中途退学者が

標

出ている。

2)達成状

の

況と原因分析を踏まえ

達

た今後の方向性

　大学

成

連携事業については、

率

参加者アンケートなど

は

をもとに、大学の特色

、

を活かしながら児童・

９

生徒のより興味・関心

０

が高い分野

での講座の

％

実施を大学側と協議を

以

進めていく。また、こ

上

れまできっかけづくり

の

を目的とした講座がほ

高

とんどであったが、一

い

歩進ん

だより専門性が

水

高い内容の講座も開発

準

していく。

　自然教室

を

については、学校では

維

体験することができな

持

い壮大な自然や文化に

し

直接触れることができ

て

る貴重な体験活動の場

お

であり

、令和５年度は

り

、環境政策課との協働

、

により、鋸南自然教室

そ

の中で「海洋学習プロ

の

グラム」を実施し、２

結

６校２，１２８名の児

果

童

が漁港体験やビーチ

が

コーミングなどを行っ

「

た。また、魚沼自然教

足

室では、新たに「森林

立

学習プログラム」を実

区

施し、薪割りや炭焼

き

基

体験などを通じて、森

礎

林を守ることの大切さ

学

を学ぶことができた。

力

今後も、この貴重な体

定

験の場である自然教室

着

を活用し、子ど

も達の

に

心身の成長につながる

関

豊かな体験活動を実施

す

していく。

　「居場所

る

を兼ねた学習支援」で

総

は、引き続き、中退の

合

兆候の早期把握に努め

調

るとともに、関係機関

査

との情報共有、利用促

」

進を丁

寧に行う。また

で

、結果として中途退学

の

に至った場合も、庁内

肯

外の関連施策の活用を

定

図り、生徒に寄り添う

的

形で学び直しや就職へ

な

の

支援を提供していく

回

。

答

4

に反映されていると考

 

える。

【指標２】

　各

担

大学の特色を活かした

当

講座を開催し、すべて

部

の講座で大学生（一部

に

卒業生含む）とも連携

お

して、児童・生徒に大

け

学の授業や雰

囲気など

る

の体験機会の提供を行

評

った。

　その結果、目

価

標である９割には届か

（

なかったものの、安定

部

的に８割を超える実績

長

値となっている。目標

評

に届かなかった要因と

価

し

て、英語分野の講座

－

の実績が低いことがあ

１

げられる。これは英語

次

分野の講座参加者の４

評

割が英語を習っている

価

との回答であり、新

し

）

い体験につながらなか

そ

ったものと考える。

【

の

指標３】

　新型コロナ

１

ウイルス感染症が５類

1

に移行したことに伴い

)

、すべての小中学校が

施

自然教室を実施するこ

策

とができた。「自然教

の

室で

自信を持つことが

達

できた」と回答した児

成

童生徒の割合は、昨年

状

度と同様、目標値を上

況

回った。特に多かった

と

児童生徒の回答は、「

そ

友達と協力することが

の

できた」「自分の役割

原

を果たした」であり、

因

集団宿泊体験を通じて

の

、様々な困難を乗り越

分

え、友達と協力し

、最

析

後までやり遂げた達成

【

感が子ども達の自己肯

指

定感の向上につながっ

標

ていると考える。

【指

１

標４・５・６】

 「居

】

場所を兼ねた学習支援

　

」では、登録する高校

大

生について、学業不振

学

や学校不適応、家庭状

連

況の変化などの中退の

携

兆候を早期

に把握でき

事

るよう、生徒の利用頻

業

度に応じた電話連絡に

に

よる聞き取りや利用の

よ

促し、福祉事務所のケ

る

ースワーカーなど関係

体

機関と

の情報共有を通

験

じて、中退防止に向け

活

た支援を行っているほ

動

か、高校生が参加でき

及

る体験イベントを提供

び

し、利用につなげる取

自

り

組み等を実施してい

然

る。

　中途退学の未然

教

防止策としては「高校

室

中途退学に関わる中学

に

校・高等学校接続会議

参

」等の取組を通じて、

加

中学生が本人の能力や

し

特性にあった進路選択

た

ができるよう、都立高

子

校が取り組む教育活動

ど

について情報交換を行

も

っている。令和５年度

の

の接続会議は、取

組の

肯

定着状況を踏まえ、２

定

回の開催とした。

　上

的

記の取り組みにより、

な

「居場所を兼ねた学習

回

支援」では高校生の大

答

半が卒業後の進学や就

に

職につながっているが

関

、学業不振や

学校不適



ら

計１８事業 1,127

れ

,766 239,02

る

4 1,366,790

事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

鹿浜いきいき館児童館運営事業 住区推進課3584 1,413 48,384 49,797 現状維持 Ａ

児童施設維持補修事務 住区推進課3585 8,325 6,694 15,019 現状維持 Ａ

鹿浜いきいき館児童館管理事務 住区推進課3586 10,032 20,008 30,040 現状維持 Ｂ

家庭教育推進事務 青少年課3779 7,693 8,368 16,061 現状維持 Ｂ

成人の日記念事業 青少年課4180 21,364 12,552 33,916 現状維持 Ａ

青少年委員の活動支援事業 青少年課4183 11,457 12,552 24,009 現状維持 Ａ

放課後子ども教室推進事業【経常】 青少年課4188 212,481 10,042 222,523 改善・変更 Ａ

こども未来創造館管理運営事務 生・地域文化課18759 588,932 7,531 596,463 現状維持 Ａ

青少年対策事業 青少年課20850 23,594 12,552 36,146 拡充 Ａ

青少年教育管理事務 青少年課20871 1,643 4,184 5,827 現状維持 Ｂ

青少年対象の事業および指導者の育成・支援事業 青少年課20902 10,524 25,104 35,628 改善・変更 Ａ

青少年団体の支援事業 青少年課20915 10,017 16,736 26,753 改善・変更 Ａ

体験学習推進事業 青少年課21737 23,667 16,736 40,403 改善・変更 Ｂ

こども未来創造館改修事業 生・地域文化課21809 0 837 837

子どもの貧困対策・若年者支援事業 未・貧困対策課22829 35,181 12,

3

552 47,733 拡

)

充 Ａ

あだち子どもの未

施

来応援事業 未・貧困対

施

策課22839 34,

策

826 12,552 4

の

7,378 拡充 Ａ

あだ

手

ち子どもの未来応援基

段

金積立金 未・貧困対策

と

課22841 124,

し

157 8,368 13

て

2,525 拡充 Ａ

子育

位

て活動支援事業 子ども

置

政策課23857 2,

付

460 3,272 5,

け

732 改善・変更 Ａ

合



施

ほか、「デイサー

ビス

策

型産後ケア」や「宿泊

の

型産後ケア」について

概

は、利用者満足度やニ

要

ーズを詳しく確認して

柱

いく必要がある。

■ 

立

妊婦対象の支援として

て

、令和５年４月から開

5

始した「あだち出産・

【

子育て応援事業」と連

ひ

動した、妊婦全数面接

と

を行う「足立区スマイ

】

ルママ面接事業」、希

自

望者に対する「妊娠８

己

か月前後の面談」、「

肯

こんにちは赤ちゃん訪

定

問」

において、妊婦の

感

心身の状態や家庭の状

を

況などを把握し、支援

持

が必要な方には適切な

ち

ケアを実施していく。

、

ファーストバースデイ

生

事業は金額を増額し支

き

援を強化していく。

■

抜

 全産婦対象の支援と

く

して、赤ちゃん訪問時

力

に子育て情報の提供や

を

コミュニケーションツ

備

ールとしてエジンバラ

え

産
方　　　針

後うつ病

た

質問票（ＥＰＤＳ）を

人

活用し、産婦の心理状

施

態や生活状態、子ども

策

に対する気持ちを把握

群

し、産後ケアなど

の必

名

要な事業につないでい

2

く。

■ ハイリスク妊

妊

産婦に対する手厚い支

娠

援や虐待の未然防止は

か

、関係機関等と連携を

ら

強化しながら今後も揺

出

るぐこと

なく実施して

産

いく。

担 当 課 名 保健予

・

防課（取りまとめ）

電

子

話 番 号 03-3880

育

-5892 E-mai

て

l h-yobou@c

ま

ity.adachi

で

.tokyo.jp

■

切

 虐待の疑いや、養育

れ

困難家庭は、こども支

目

援センターげんきや足

な

立児童相談所と情報の

く

連携を行っている。場

支

合

によっては同行する

え

など、虐待を未然に防

る

ぐための支援を行って

施

いる。

■ 生活困窮家

策

庭は、くらしとしごと

名

の相談センターへつな

2

いでいる。つなぐだけ

.

でなく、必要に応じ、

1

相談内容等

協働・協創

妊

を共有し、支援に役立

娠

てている。

の 取 組 み ■

、

 生活保護受給世帯や

出

非課税世帯は、入院助

産

産制度の所管である各

、

福祉課へつなぎ、各担

子

当から手続きの案内を

育

行

っている。

■ ここ

て

ろの病を持つ妊婦は、

へ

妊婦の精神的負担を軽

の

減させるため、病状に

切

応じ、区内外の産科医

れ

療機関と連携を行

い、

目

必要なフォローを行っ

の

ている。

　妊娠届出時

な

の質問票やスマイルマ

い

マ面接から妊娠中の心

支

身状況を把握し、食生

援

活の指導を含めたきめ

の

細やかな支援

を行うこ

充

とにより、妊婦の栄養

実

ニーズに対応している

■

。【SDGsﾀｰｹﾞ

 

ｯﾄ】2.2
ＳＤＧｓ

妊

が
　また、上記対応に

娠

加え、特に支援を要す

期

る妊産婦に対しては、

か

複数回訪問や電話フォ

ら

ロー、同行受診等を実

出

施し、
目指す目標

貧困

産

層・脆弱者の保護及び

・

妊産婦の死亡率の削減

産

に貢献している。【S

後

DGsﾀｰｹﾞｯﾄ】

・

1.3、3.1
（ター

子

ゲッ
　こんにちは赤ち

育

ゃん訪問や産後ケアに

て

加え、乳幼児健康診査

期

を実施することにより

ま

、産後の母体回復支援

で

、保護者
ト）との関

の

切

精神的・経済的負担の

れ

軽減を図るとともに、

目

乳幼児の疾病や予防の

の

早期発見に努め、新生

な

児・５歳未満児の予防

い

可
連及び評価

能な死亡

支

の根絶に寄与している

援

。【SDGsﾀｰｹﾞ

を

ｯﾄ】3.2

２　施策

行

指標－指標（２）の目

う

標値98を令和5年度

こ

に達成したため98→

と

100に変更する。

備

に

　　　考

より、養育困難や生活困難を未然に防ぎ、

健やかな親子の成長を支えていく。

■ 妊婦全数面接や赤ちゃん訪問、乳幼児健康診査等により、家庭の状況把握及び母親のメンタルフォローを行うこ

施策の方向 とで、虐待の未然防止と安心して楽しく子育てできる環境を整えていく。

( 目 標 )

■ 妊娠届と同時に保健指導と面接ができる保健予防課や、保健センターでの申請が増加している。■ 令和５年４月

から開始した経済的支援・伴走型支援の「あだち出産子育て応援事業」を開始し、支援をさらに強化している。

■ 妊娠届出時の質問票から、妊娠中の身体管理に加え、産後の育児困難、生活困窮・虐待等が懸念される支援が必

要な妊婦を把握し、そのレベルに応じた支援を実施している（妊娠届出総数4,312件のうち特定妊婦<Ｄ妊婦>は8.7％
現　　　状

で376人）。 ■ 訪問や面接・電話などできめ細かに妊産婦への指導や相談・助言を行い、特に早期産のリスクが高

い多胎・やせ・飲酒・喫煙・高血圧・糖尿病について、寄り添い支援による日常生活の指導により、リスクを低減さ

せている。  ■ 全妊婦向けに「足立区スマイルママ面接事業」、全産婦向けに令和２年９月から「デ

足

イサービス型

産後ケア

立

」、令和４年度から「

区

宿泊型産後ケア」を開

　

始している。

■ ＡＳ

令

ＭＡＰ事業分析結果で

和

は、妊娠届を活用した

６

ハイリスク群の推測は

年

有効であり、特に年齢

度

、経済状況、ここ

ろの

施

病気の有無は引き続き

策

もれなく把握する必要

評

がある。

■ 育児困難

価

や生活困窮・虐待等を

調

未然に防ぐため、赤ち

書

ゃん訪問や乳幼児健診

(

等の機会を捉えて確実

令

な状況把握や

現状確認

和

をしていく必要がある

５

。

■ 支援が必要な世

年

帯への早期介入を行う

度

ため、医療機関や関係

事

機関とさらなる連携を

業

図っていく必要がある

実

。
課　　　題

■ ハイ

施

リスク妊産婦の支援を

)

しつつも、全妊産婦の

1

経済的・身体的・精神

 

的負担を軽減していく



値 89 88.9 94.8 95.8 R6 100

達　成　率 94% 89% 92% 89% 97% 95% 98% 96% -

指標名 3～4か月児健診時アンケートで「赤ちゃん訪問を受けて安心した」と答えた親の割合

定義等 3～4か月児健診アンケート「赤ちゃん訪問を受けて安心した」の設問に「あてはまる」「ややあてはまる」と答えた割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 96 97 97 97 97
(5)

実　績　値 96.9 95.3 96 96 R6 97

達　成　率 101% 100% 98% 98% 99% 99% 99% 99% -

指標名 こんにちは赤ちゃん訪問時における産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）の実施率

定義等 こんにちは赤ちゃん訪問をした産婦に対し、産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）を実施した割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 80 90 90 95 100
(6)

実　績　値 80.8 86.6 91.8 91.9 R6 100

達　成　率 101% 81% 96% 87% 102% 92% 97% 92% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 27,023,628 10,932,595 10,726,816

人件費 724,715 754,349 817,265

総事業費 27,748,343 11,686,944 11,544,081

前年比(金額) 15,615,070 △16,061,399 △142,863

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 早期（37週未満）に産まれた子どもの割合＊低減目標

定義等 「人口動態調査」における区内の出生児全体に占める早期（37週未満）に産まれた子どもの割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 5.4 5.4 5.4 5.4 5.3
(1)

実　績　値 5.7 5.8 5.5 5.4 R6 5.3

達　成　率 95% 93% 93% 91% 98% 96% 100% 98% -

指標名 妊娠届で把握した要支援者（D妊婦）に4回以上訪問等を実施した割合

定義等 妊娠届及びアンケートの回答内容から特に指導・支援を必要とする妊婦に4回以上訪問等を実施した割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 98 100 100
(2)

実　績　値 92.2 98.7 100 100 R6 100

達　成　率 115% 92% 123% 99% 102% 100% 100% 100% -

指標名 妊娠届出者に対し個別のケアプランを作成した割合

定義等 妊娠届出者に対し、「スマイルママシート」による個別のケアプランを作成した割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 95 97 98 98 100
(3)

実　績　値 89 88.9 94.8 95.8 R6 100

達　成　率 94% 89% 92% 89% 97% 95% 98% 96% -

指標名 妊娠届出者に対し「スマイルママ面接」を実施した割合

定義等 妊娠届出者に対し、保健師等の専門職が「スマイルママ面接」を実施した割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 95 97 98 98 100
(4)

実　績　



な

ことにより、

妊娠や出

支

産、育児に関する不安

援

を軽減するための支援

を

を継続していく。

指標

継

（５）

こんにちは赤ち

続

ゃん訪問事業の訪問員

し

には、年に１～２回研

た

修を実施し、妊産婦の

こ

支援に必要な知識の習

と

得機会を設けるととも

に

に

、育児の悩みを傾聴

よ

することにより母親の

る

不安軽減を図っている

も

。経済的支援を目的と

の

した子育て応援ギフト

と

の申請や、区が実施

す

推

る母子保健事業につい

測

ても詳細に案内できる

さ

よう研修内容を充実さ

れ

せていく。また、希望

る

者への訪問だけでなく

。

特に支援を要す

る妊婦

指

への複数回訪問を必要

標

に応じて実施していく

（

。さらに、訪問の申し

２

込みについて、母子健

）

康手帳に綴じこまれて

目

いるハガキ

（出生通知

標

票）のほか、オンライ

を

ン申請システムの二次

達

元バーコードをハガキ

成

に記載し周知を図り、

し

全ての妊婦に利用して

た

もらえ

るよう努めてい

。

く。

指標（６）

すべて

特

の産婦にEPDSを実

に

施するよう努めている

支

が、直近に病院で実施

援

している場合や、質問

を

内容の理解が難しい外

必

国人等に対して

は実施

要

できない場合がある（

と

それ以外の産婦に対し

す

てはほぼ１００％実施

る

）。そのような場合は

妊

、うつや不安障害に関

婦

する質問に

ついて口頭

に

で尋ねることで、産婦

対

のリスクの有無を把握

し

し、必要な支援を行っ

て

ている。引き続き、妊

は

産婦のメンタルヘルス

、

の把握

に努め、母子の

訪

健やかな成長を促して

問

いく。

や電話など

4

で妊娠初期から見守り

 

、必要な機関や制度に

担

繋げたり、

不安を抱え

当

ない・軽減するよう寄

部

り添った支援を十分に

に

実施することができた

お

と言える。令和３年度

け

以降、高水準で実績値

る

を保て

ており、令和６

評

年度の目標値を引き続

価

き１００％とする。

指

（

標（３）（４）

（３）

部

及び（４）は原則同時

長

実施としており、とも

評

に目標を下回ったもの

価

の昨年度を上回る実績

－

となった。各保健セン

１

ター等で妊

娠届を出し

次

た妊婦については、同

評

日実施することが可能

価

なためほぼ目標を達成

）

できているが、パート

そ

ナー等による妊娠届出

の

書の提

出や区民事務所

１

での届出の場合、後日

1

改めて妊婦本人が各保

)

健センター等に出向く

施

必要があるため、体調

策

や里帰り、転出等が影

の

響

し、達成することが

達

できなかったものと推

成

測される。

指標（５）

状

目標を下回ったものの

況

昨年に引き続き概ね達

と

成した。妊娠期から子

そ

育て期までの手厚い支

の

援の成果が、指標に少

原

しずつ反映されて

いる

因

と推測される。

指標（

の

６）

昨年と同水準の実

分

績値となった。直近に

析

病院で実施している場

指

合や、質問内容の理解

標

が難しい外国人等に対

（

して実施できないなど

１

の場合があると推測さ

）

れる。

2)達成状況と

目

原因分析を踏まえた今

標

後の方向性

指標（１）

を

早産の原因として、痩

達

せ型体形や多胎妊娠な

成

どがある。妊娠届出時

し

の質問票と妊婦との全

た

数面接や、妊娠８か月

。

目のアンケートか

ら継

妊

続して状況を把握する

娠

ことで、母体の健康管

届

理を支え、安全なお産

出

につなげていけるよう

時

、支援が必要な妊婦に

の

は積極的にア

プローチ

質

するなど、引き続き目

問

標達成に向けて努めて

票

いく。

指標（２）

特に

か

指導・支援を必要とす

ら

る妊婦に対しては、保

支

健予防課の母子保健コ

援

ーディネーター（保健

が

師）が専門で支援して

必

いる。今後も

複数回訪

要

問や電話など、寄り添

な

った支援を継続してい

妊

く。

指標（３）（４）

婦

妊娠期から子育て期に

を

渡る支援窓口の中でス

把

マイルママ面接が一番

握

最初の接点となり、区

し

の信頼感などの上で非

、

常に重要な役割を

果た

き

している。出産応援ギ

め

フトによる経済的支援

細

の対象になることを含

や

めて、今後もスマイル

か

ママ面接の実施を促す



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

子ども政策一般管理事務 子ども政策課3771 7,380 48,384 55,764 現状維持 Ｂ

子育て支援推進事業 子ども政策課3772 5,901 41,003 46,904 改善・変更 Ａ

児童手当の支給事業 親子支援課3780 8,792,802 109,697 8,902,499 拡充 Ａ

あだち子育て応援隊事業 子ども政策課3805 100,978 11,640 112,618 現状維持 Ａ

子育て短期支援事業 家・こども家庭相談
課

3812 42,007 13,534 55,541 改善・変更 Ａ

妊娠高血圧症候群・未熟児養育医療等給付事業 保健予防課3835 43,454 4,184 47,638 現状維持 Ａ

母子健康手帳・ファミリー学級事業 保健予防課3836 13,263 64,695 77,958 拡充 Ａ

妊産婦・乳幼児相談事業 保健予防課3837 785,286 213,771 999,057 現状維持 Ａ

妊婦健康診査事業 保健予防課3838 342,009 16,768 358,777 拡充 Ａ

乳児・１歳６か月児・３歳児健康診査事業 保健予防課3839 104,018 221,531 325,549 現状維持 Ａ

子育てサロン管理運営事務 住区推進課16106 68,525 46,109 114,634 拡充 Ａ

子育てサロン開設事務 住区推進課21770 0 15,824 15,824 拡充 Ａ

低所得の子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）
【投資】

福祉管理課23571 5,901 167 6,068 休止・終了 Ｃ

低所得の子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）
【経常】

福

3

祉管理課23581 4

)

15,292 9,95

施

8 425,250 休止

施

・終了 Ｃ

合計１４事業

策

10,726,816

の

817,265 11,

手

544,081

段として位置付け



施

踏まえ「足立区待機児

策

童解消アクション・プ

の

ラン」

　の在り方を検

概

討していく。また、築

要

年数の経過した施設で

柱

は、保育定員を見直し

立

つつ施設更新により保

て

育環境を

　向上させな

5

がら、必要な保育定員

【

を確保していく。

■　

ひ

指導検査については、

と

検査職員OJTやマニ

】

ュアル等の整備を進め

自

スキルアップを図ると

己

ともに、施設等に対し

肯

、
方　　　針

　「足立

定

区教育・保育の質ガイ

感

ドライン」に基づく寄

を

り添い支援による巡回

持

訪問を重ねることで、

ち

保育環境・サービ

　ス

、

の基盤となる健やかな

生

子どもの育ちを支える

き

教育・保育を支援して

抜

いく。

■　学童保育室

く

については、待機児解

力

消を喫緊の課題として

を

捉え、学童保育室の需

備

要が多く見込まれる地

え

域に学童保

  育室を

た

整備していく。

担 当 課

人

名 私立保育園課（取り

施

まとめ）

電 話 番 号 03

策

-3880-5712

群

E-mail kodo

名

mo-seibi@c

2

ity.adachi

妊

.tokyo.jp

　

娠

子ども施設指導・支援

か

課と連携し保育施設等

ら

に指導・支援を実施。

出

　保健予防課、各保健

産

センターと連携し、妊

・

娠届出時の利用意向調

子

査を実施。　

 

協働・

育

協創
の 取 組 み

【目標】

て

4 質の高い教育をみ

ま

んなに、5 ジェンダ

で

ー平等を実現しよう、

切

8 働きがいも経済成

れ

長も【ターゲット】4

目

.2 

乳幼児の発達・

な

ケアと就学前教育にア

く

クセスできるようにす

支

る。 5.5 政治、

え

経済、公共分野でのあ

る

らゆるレベルの
ＳＤＧ

施

ｓが
意思決定において

策

、完全かつ効果的な女

名

性の参画及び平等なリ

2

ーダーシップの機会を

.

確保する。8.5 雇

2

用と働きがい
目指す目

子

標
のある仕事、同一労

育

働同一賃金を達成する

て

。
（ターゲッ

【関連す

と

る理由】行政評価を実

仕

施し、事業や施策の効

事

果を検証し、業務を改

の

善していくことは、タ

両

ーゲット4.2、5.

立

5
ト）との関

、8.5

支

につながる。
連及び評

援

価
【評価】わかりやす

（

い指標を用いて行政評

待

価を実施したことで、

機

事業や施策の実施効果

児

を可視化することがで

童

きた。

引き続き、教育

対

・保育の質を意識した

策

評価体制を継続してい

と

く。

備　　　考

教育・保育の質の向上）

■　様々なニーズにあわせた保育サービスを提供することで、働きながら安心して子育てできる環境づくりを推進す

　る。

■　乳幼児期の教育・保育の質を維持・向上させることで、保育環境・サービスの基盤を整える。

施策の方向 ■　学童保育においては、放課後等の安全・安心な居場所を確保することで、子育てと仕事の両立をサポートし、児

( 目 標 ) 　童の健全育成を図る。

■　「足立区待機児童解消アクション・プラン」に基づき、平成27年度から6年間で4,352人分の保育定員を拡大した

　結果、令和3年4月に待機児童を解消して以降、待機児童がほぼゼロの状態を継続している。

■　多様な運営主体の参入により幼児教育・保育施設の量的整備が進み、利用拡大が進む中、これまで以上に施設等

　における子どもの安全・安心の担保に資する区によるきめ細やかな支援が必要となっている。
現　　　状

■　学童保育は、「足立区放課後子ども総合プラン」及び「平成31年度学童保育室待機児童緊急対策」に基づき、令

　和5年4月現在5,460人分（前年比12人増）の児童を受入可能となっており、同年5月現在263人の待機児童が発生し

てい

　る。

■　急速な人口減少や社会情勢の変化により、保育需要の動向が見通しづらくなって

足

いる中で、今後必要な

立

保育定員

  を確保・

区

維持していくことが課

　

題である。

■　児童福

令

祉法及び子ども・子育

和

て支援法に基づく指導

６

検査において、令和6

年

年度は文書指摘を受け

度

た施設数の割合

　に、

施

より高い目標値を設定

策

しているため、保育の

評

質の向上に向け法令等

価

の遵守に対する意識を

調

高める必要がある。

■

書

　学童保育の需要は年

(

々増加しており、学童

令

保育室の整備が需要の

和

増加に追い付いていな

５

いことが課題となって

年

い
課　　　題

　る。

■

度

　保育施設については

事

、引き続き、地域ごと

業

の保育ニーズを詳細に

実

分析し、人口推計等を

施

踏まえ、保育需要数を

)

見

　直していく。待機

1

児童がほぼゼロの状態

 

を継続している状況を



入室申請者　※低減目標
指

単　位 % 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 0 4.6
(5)

実　績　値 6.1 3.7 4.4 4.8 R6 4.6

達　成　率 0% 75% 0% 124% 0% 105% 0% 96% -

指標名 区内３３地区のうち学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を満たさない地区の数

定義等 学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を満たさない地区の数　※低減目標
指

単　位 地区 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 19 17 15 15 13
(6)

実　績　値 18 17 21 20 R6 13

達　成　率 106% 72% 100% 76% 71% 62% 75% 65% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 35,461,941 35,719,054 38,552,588

人件費 7,452,839 7,194,376 7,309,106

総事業費 42,914,780 42,913,430 45,861,694

前年比(金額) 303,345 △1,350 2,948,264

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 保育需要に対する待機児童率

定義等 算出式Ａ/Ｂ　Ａ：保育所等の待機児童数　Ｂ：保育需要数（ともに翌年度４月１日現在）　※低減目標
指

単　位 % 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 0 0
(1)

実　績　値 0 0.01 0 0.04 R6 0

達　成　率 100% 100% 99% 99% 100% 100% 99% 99% -

指標名 保育施設整備数（累計）

定義等 施設更新を含む保育施設整備数(累計)
指

単　位 か所 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 0 3 3 5 5
(2)

実　績　値 1 4 4 5 R6 5

達　成　率 0% 20% 133% 80% 133% 80% 100% 100% -

指標名 指導検査実施施設中の文書指摘を受けた施設数の割合

定義等 指導検査で「文書指摘」となった保育施設の割合　※低減目標
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 30 28 28 28 10
(3)

実　績　値 17.9 31 39 21 R6 10

達　成　率 168% 56% 90% 32% 72% 26% 133% 48% -

指標名 国の指針または「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用した保育実践をしている施設の割合

定義等 「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用している就学前教育・保育施設の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 54 85 87 87 85
(4)

実　績　値 82 85 85 88 R6 85

達　成　率 152% 96% 100% 100% 98% 100% 101% 104% -

指標名 学童保育室の待機児童率

定義等 算出式：A/B　A：待機児数　B：



要

えた今後の方向性

・保

数

育施設については、引

を

き続き、地域ごとの保

分

育ニーズを詳細に分析

析

し、人口推計等を踏ま

し

え、適正な定員数を確

て

保していく。

また、築

き

年数の経過した施設で

た

は、保育定員の見直し

結

を含めた施設更新によ

果

り、保育環境を向上さ

、

せながら、必要な保育

令

定員を確

保・維持して

和

いく。

・保育士確保・

2

定着については、重点

年

を確保から定着（離職

度

防止）へとシフトし、

以

保育事業者と連携して

降

、保育士が安心して、

、

働

きやすい、すぐにや

保

めたくならない職場環

育

境を創設していく。

・

所

令和5年度文書指摘を

等

受けた施設の割合が減

の

少したため、引き続き

待

園長会等の全体会で指

機

導検査に関する情報共

児

有に努めること

で、各

童

施設の法令遵守の意識

数

を高めていく。

・「足

は

立区教育・保育の質ガ

ゼ

イドライン」は、巡回

ロ

訪問でチェックシート

に

を活用しながら教育・

近

保育の実践に繋げてい

い

く。研修で

は施設長等

状

にも対象を広げ、園全

態

体での共有に努めてい

を

く。

・学童保育室につ

維

いては、区内33地区

持

に細分化し、地区ごと

で

に詳細な調査・分析を

き

行ったうえで需要を予

て

測し、学童保育室整備

い

計

画を策定している。

る

最新の申請状況のほか

。

、学齢人口の動向、大

【

規模開発の予定等の実

指

績を踏まえ、待機児童

標

が見込まれる地区に

学

-

童保育室の整備を進め

2

ていく。

【保育園　中

】

・長期】

・指導検査及

令

び巡回訪問を計画的に

和

実施し、教育・保育施

5

設の質の維持・向上に

年

努めていく。

・「足立

度

区教育・保育の質ガイ

は

ドライン」を巡回訪問

、

等で活用しながら、各

4

老

施設の課題を分析・共

朽

有し、寄り添い支援を

化

継続して

行っていく。

施

【学童保育室　中・長

設

期】

・学童需要の多い

の

小学校への学童保育室

施

の設置に向けて関係所

設

管と協議していく。ま

更

た、学童保育室以外の

新

居場所として、放課後

 

と

子ども教室との連携を

し

図る。

・学童保育室の

て

「質の維持・向上」を

、

図り、放課後等の安全

2

・安心な居場所を提供

園

する。

・受入可能数が

の

申請数を大幅に上回る

建

地区の適正化等、将来

て

的な需要予測を見据え

替

たうえで計画の見直し

担

え

を行っていく。

と2園の大規模修繕

当

を実施した。建て替え

部

のうち1園は、令

和6

に

年度に引き続き事業を

お

継続する。

【指標-3

け

】令和5年度の指導検

る

査で文書指摘となった

評

施設の割合は、令和4

価

年度と比較すると約半

（

分の21％となった。

部

これは、各施

設がこれ

長

まで複数回指導検査を

評

受検したことで、検査

価

内容が各施設に浸透し

－

てきたこと、また、園

１

長会等の全体会で指導

次

検査前に

検査基準の説

評

明や検査終了後にも検

価

査結果及び改善方法を

）

説明したことで、各施

そ

設の法令遵守の意識が

の

高まったことが要因と

１

考え

る。

【指標-4】

1

前年度ダウンした私立

)

認可保育所での活用率

施

が64％から79.6

策

％にアップしたことも

の

あり、目標値を達成し

達

た。一方で小

規模保育

成

施設や幼稚園・こども

状

園では前年度よりダウ

況

ンしている等、施設種

と

別で活用率に差異が見

そ

られた。全体の活用率

の

は上昇し

たが、教育・

原

保育の実践につながっ

因

ていないこと、研修で

の

の学びが園全体で共有

分

されていないことが課

析

題として挙げられる。

【

【指標-5】学童保育

指

室については、令和5

標

年度開設の学童保育室

-

を新たに3室整備（千

1

住西地区、鹿浜地区：

】

計67人増）を行った

「

が

、申請者数が増加し

足

たことで、待機児童率

立

が4.8％となり、前

区

年度から0.4ポイン

待

ト増加した。また、1

機

.2年生の待機児童率

児

は2.4％

となり、前

童

年度から0.5ポイン

解

ト増加した。待機児童

消

率増加の要因としては

ア

、計画していた民設学

ク

童保育室の整備が予定

シ

どおり誘

致できなかっ

ョ

たこと及び生活様式や

ン

働き方が一定程度新型

・

コロナウイルス感染拡

プ

大前に戻ったことによ

ラ

り申請数が増加したこ

ン

とが

考えられる。

※　

」

令和6年度目標値につ

に

いては、近年の待機児

基

童数の状況を踏まえ、

づ

基本計画の中間見直し

き

時の数値に修正する。

、

【指標-6】学童保育

地

室整備計画における3

域

3地区のうち、学童保

ご

育需要が受入可能数を

と

上回った地区は20地

の

区となり、1地区の減

詳

少

に留まった。これは

細

、前述と同様に受入可

な

能数を上回る申請数の

保

増加が主な要因として

育

考えられる。

2)達成

需

状況と原因分析を踏ま



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３３事業 38,552,588 7,309,106 45,861,694

3)施施策の手段として位置付け



学童 童

育

Ｂ

公立保育園の管理運

課

営事務 子ども政策課1

3

9172 33,935

7

15,062 48,9

7

97 現状維持 Ｂ

幼稚園

3

・地域保育一般管理事

5

務 幼稚園地域保育課2

7

0432 2,855 3

5

3,472 36,32

,

7 拡充 Ｂ

幼稚園施設型

保

8

給付事業 幼稚園地域保

1

育課20935 1,0

5

83,822 8,36

1

8 1,092,190

6

現状維持 Ａ

幼稚園地域

,

子ども・子育て支援事

7

業 幼稚園地域保育課2

3

0942 384,64

6

4 10,331 394

5

,975 現状維持 Ｂ

区

育

9

立認定こども園施設維

2

持管理事業 保育入園課

,

20997 16,53

5

2 5,021 21,5

5

53 現状維持 Ａ

子ども

1

・子育て施設整備基金

拡

積立金 子ども政策課2

充

1221 6,167 8

Ｂ

37 7,004 現状維

私

持 Ａ

保育士確保・定着

課

立

対策事業 私立保育園課

幼

21304 649,0

稚

78 31,648 68

園

0,726 改善・変更

助

Ａ

私立保育園一般管理

成

事務 私立保育園課21

費

310 1,689 28

用

,376 30,065

負

現状維持 Ｂ

子ども施設

担

指導検査事務 子ども施

3

事

設指導課21339 3

務

,739 168,43

幼

2 172,171 現状

稚

維持 Ａ

企業主導型保育

園

事業 幼稚園地域保育課

地

22042 60,72

域

9 6,512 67,2

保

41 現状維持 Ａ

私立保

育

育園施設整備助成事業

課

私立保育園課2271

5

3

8 353,250 8,

7

368 361,618

7

現状維持 Ａ

子ども医療

7

費助成事業【投資】 親

3

子支援課23299 1

9

7,754 84 17,

5

838 休止・終了 Ａ

合

,

計３３事業 38,55

0

2,588 7,309

9

,106 45,861

8

7

,694

20,662 4

別紙

1

3)施策の手段として

5

位置付けられる事務事

7

,

業の評価結果
事務事業

7

施策への
事務事業名 事

5

業費 人件費 総事業費 課

9

長評価 担当課コ ー 

現

ド 貢献度

状維持 Ｂ

子

7

ども医療費助成事業 親

0

子支援課3781 3,

保 2

683,441 81,

,

480 3,764,9

1

21 現状維持 Ａ

私立幼

7

稚園等園児保護者負担

1

軽減事業 幼稚園地域保

1

育課3782 2,12

9

5,599 20,66

1

2 2,146,261

,

現状維持 Ａ

公立保育園

6

の管理運営事務 保育入

育 5

園課3790 1,12

6

7,762 5,556

8

,231 6,683,

9

993 現状維持 Ａ

保育

3

施設利用調整事務 保育

,

入園課3791 43,

8

329 226,799

2

270,128 改善・

7

変更 Ａ

地域型保育事業

拡

幼稚園地域保育課37

室 充

92 1,346,55

Ａ

3 16,226 1,3

学

62,779 現状維持

童

Ａ

家庭的保育事業 幼稚

保

園地域保育課3794

育

979,912 27,

一

631 1,007,5

般

43 現状維持 Ａ

認証保

管

育所運営経費助成事業

理

幼稚園地域保育課37

運

事

95 1,989,66

務

9 8,695 1,99

学

8,364 現状維持 Ａ

童

認証保育所等利用者助

保

成事業 幼稚園地域保育

育

課3796 699,6

課

89 31,160 73

3

0,849 現状維持 Ａ

5

公立保育園の施設維持

8

管理委託事業 保育入園

営

8

課3797 29,55

2

7 8,368 37,9

9

25 現状維持 Ａ

公立保

,

育園の施設維持補修事

9

業 保育入園課3798

7

54,782 8,36

6

8 63,150 現状維

2

持 Ａ

公立保育園の整備

6

事業 保育入園課379

,

9 9,600 2,51

事

5

0 12,110 現状維

9

持 Ａ

民間保育園連合会

5

助成事業 私立保育園課

5

3800 0 84 84 現

6

状維持 Ａ

私立保育園の

,

運営費助成事業 私立保

5

育園課3802 19,

7

281,583 81,

1

772 19,363,

現

355 現状維持 Ａ

公立

業

状

保育園の管理運営委託

維

事業 私立保育園課38

持

03 2,480,21

Ａ

2 18,334 2,4

私

98,546 改善・変

立

更 Ａ

学童保育室大規模

認

改修・開設事務 学童保

定

育課6874 15,0

こ

17 10,042 25

ど

,059 拡充 Ａ

区立認

学

も

可外保育室の管理運営

園

委託事業 私立保育園課

事

11633 217,1

業

93 1,674 218

幼

,867 改善・変更 Ａ

稚

区立認定こども園管理

園

運営事業 保育入園課1

地

6050 151,43

域

7 636,910 78

保

8,347 改善・変更



 

紙面構成の都合により、本ページ余白 



施

E-mail hi-s

策

hien@city.

の

adachi.tok

概

yo.jp

　区内団体

要

・協力者とひとり親家

柱

庭の親子を対象とした

立

経験・体験の機会の提

て

供を行っている。

協働

5

・協創
の 取 組 み

【目標

【

】１ 貧困をなくそう

ひ

　【ターゲット】1.

と

3虐待家庭、ひとり親

】

家庭の貧困の連鎖を終

自

わらせる。

【関連する

己

理由】児童扶養手当を

肯

受給している所得層の

定

ひとり親への就労を支

感

援し、経済的自立を後

を

押しする。
ＳＤＧｓが

持

【評価】コロナ禍にお

ち

いて就労形態や相談者

、

の就労希望分野の変化

生

により、バラバラであ

き

った相談者の方向性が

抜

定ま
目指す目標

　りつ

く

つあり、手ごたえのあ

力

る相談となってきた。

を

結果に導けるよう就労

備

への支援に力を注いで

え

いく。
（ターゲッ
ト）

た

との関
連及び評価

備　

人

　　考

施 策 群 名 2 妊娠から出産・子育てまで切れ目なく支える

施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

■ 児童虐待の相談・通告には、家庭状況や生活環境を見極めながらきめ細かく対応し、児童相談所との連携や訪問

 指導を通じて、虐待を起こす要因を解消していく。

■ 育児と仕事の両立に困難を抱えるひとり親家庭に支援事業の活用を促し、職業的自立を推進する。

施策の方向 ■ 支援を必要とするひとり親家庭へ情報や支援を届け、困りごとや社会的孤立の解消を目指す。

( 目 標 )

■ 児童虐待の通告件数は、社会的な意識の高まりにより相談・通報が増えたことに加え、児童相談所から区への虐 

 待案件の送致も開始されたこともあり、増加傾向にある。

■ 児童扶養手当を受給している母子世帯の約８割が就労しているが、正規雇用の割合は約４割（39.6％）と低い状 

 況である。
現　　　状

■ 児童扶養手当を受給している約7,000世帯のうち、就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯

 が約400世帯である。

■ 子どもや家庭をめぐる問題が複雑・多様化しているため、問題が深刻化する前の早期発見・早期対応と、子ども 

 や家庭に対してのきめ細かな支援が必要である。

■ 子育て中のひとり親が、安心して国家資格の取得や転職・就職活動に取組むことができるよう、支援情報の提供 

 や育児との両立をサポートする必要がある。

足

■ 孤立のおそれがあ

立

る約400世帯の実態

区

を把握し、支援内容や

　

支援の優先順位を明確

令

化する必要がある。
課

和

　　　題

■ 虐待を受

６

けている子どもを早期

年

に発見し適切な対応を

度

行うとともに、関係機

施

関が連携して、子ども

策

の支援や保護

 者が相

評

談できる体制を整えて

価

いく。

■ 相談者への

調

きめ細かな支援により

書

、就職に有利な国家資

(

格の取得等に取組み、

令

安定した就労を目指す

和

ひとり親を

 増やして

５

いく。

■ アンケート

年

調査や面談等を通じて

度

、孤立のおそれがある

事

世帯のニーズを把握し

業

、適切な働きかけと、

実

必要な支援
方　　　針

施

 を行っていく。

担 当

)

課 名 親子支援課（取り

1

まとめ）

電 話 番 号 03

 

-3880-5932



% 95% -

指標名 【成果3】就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯で困りごとが解消した人の割合

定義等  区からの働きかけを行った世帯へのアンケート回答者のうち、解消した困りごとがあった人の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 45 55 70
(5)

実　績　値 - 37 39 50 R6 70

達　成　率 0% 0% 0% 53% 87% 56% 91% 71% -

指標名 【活動3】 就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯の実態を把握し必要な働きかけを行った回数

定義等 一年間に就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯へ必要な働きかけを行った回数（延べ）
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 1,165 1,200 1,200
(6)

実　績　値 - 1,158 1,208 1,217 R6 1,200

達　成　率 0% 0% 0% 97% 104% 101% 101% 101% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 7,427,129 7,628,492 6,366,815

人件費 479,872 500,879 528,541

総事業費 7,907,001 8,129,371 6,895,356

前年比(金額) 162,509 222,370 △1,234,015

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】虐待対応終結率

定義等 虐待通告数全体に占める、訪問指導や関係機関との連携により、虐待を起こす要因が解消されたケースの割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 80
(1)

実　績　値 66 65 72 59 R6 80

達　成　率 83% 83% 81% 81% 90% 90% 74% 74% -

指標名 【活動1】児童虐待受理件数

定義等 虐待の可能性ありとして調査・対応を行った件数（児童数）
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 898 979 1,110 1,181 1,345
(2)

実　績　値 1,053 1,028 1,464 1,530 R6 1,345

達　成　率 117% 78% 105% 76% 132% 109% 130% 114% -

指標名 【成果2】児童扶養手当を受給している母子世帯の正規雇用率

定義等 児童扶養手当・現況届において、「正規の職員・従業員」と回答したひとり親の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 40.5 42 43.5 45
(3)

実　績　値 40.3 38.1 38.4 41.5 R6 45

達　成　率 0% 90% 94% 85% 91% 85% 95% 92% -

指標名 【活動2】ひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数

定義等 一年間にひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数
指

単　位 人 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 160 190 200
(4)

実　績　値 150 152 194 190 R6 200

達　成　率 0% 75% 0% 76% 121% 97% 100



待

格取得によるスキルア

該

ップ等を応援し、自立

当

を

　促進していく。

【

件

指標４（活動２）】就

数

労支援事業の積極的な

が

活用の増加につながる

増

よう、豆の木メールや

加

応援アプリ、ひとり親

傾

家庭支援員訪

　問時の

向

チラシ配布等、情報発

に

信による事業の周知を

あ

図り、ひとり親家庭の

る

経済的自立を支援して

こ

いく。

【指標５（成果

と

３）】【指標６（活動

に

３）】ひとり親家庭は

　

、子育てと生計の維持

加

を一人で担っており、

え

様々な困難を伴うこと

、

な

　どから目標値への

事

到達は難しいところで

案

あるが、毎年、孤立の

内

おそれのある世帯を抽

容

出し、確認した支援ニ

の

ーズに沿って積極的

　

複

な働きかけを行ってい

雑

る。個々の家庭状況か

化

ら、ひとり親家庭支援

・

の働きかけを拒むなど

多

、自立支援につながり

様

にくいケースも

　ある

化

が、必要な支援が求め

に

ている家庭に届くよう

よ

、働きかけの方法を検

っ

討し、自立の促進を目

て

指していく。

長期的支援を要する案件が増加していること等が主な

4

影響であると想定され

 

る。

【指標２（活動１

担

）】児童虐待受理件数

当

は前年度比で大幅に増

部

加した。面前DV（心

に

理的虐待）や親になり

お

きれない不安や孤立か

け

ら

　のストレスなど、

る

親の悩みをはじめとし

評

た様々な背景を起因と

価

する通告が年々増加し

（

ていることが挙げられ

部

る。

【指標３（成果２

長

）】ひとり親世帯等の

評

生活の安定と自立の促

価

進に寄与し、児童の福

－

祉の増進を図っている

１

。０～１８歳の人口の

次

  減少から児童扶養

評

手当の認定件数も減少

価

傾向にあり、令和5年

）

度は実績値で目標を下

そ

回ったが、対前年度比

の

で０．３ポイントの

 

１

 増となった。

【指標

1

４（活動２）】就労支

)

援事業活用者の延べ人

施

数の実績は対前年度比

策

で微減ではあるが、ほ

の

ぼ同数での推移となり

達

、ひとり親

  家庭の

成

経済的自立に向けた就

状

労の促進につながって

況

いる。

【指標５（成果

と

３）】【指標６（活動

そ

３）】就労等による他

の

者とのつながりがなく

原

、孤立のおそれのある

因

世帯に対しては、令和

の

４

　年度から開始した

分

訪問型ひとり親家庭支

析

援員により、その回数

【

は対前年度比でわずか

指

ではあるが、増加で推

標

移し、積極的な働き

　

１

かけを行っている。そ

（

の成果として、解消し

成

た困りごとがあるとア

果

ンケートで回答を得ら

１

れた割合は、実績値で

）

目標を下回った

　が、

】

対前年度比で１１ポイ

虐

ントの増となった。

2

待

)達成状況と原因分析

対

を踏まえた今後の方向

応

性

【指標１（成果１）

終

】相談件数増加および

結

長期的支援に対応する

率

ため、引き続き虐待の

は

未然防止や再発防止を

前

図るとともに、適正

　

年

な人員配置や育成、関

度

係機関との役割分担・

比

連携等を強化し、支援

で

の効率化、家庭の養育

減

力向上を図っていく。

少

【指標２（活動１）】

傾

上記の方向性に加え、

向

養育困難家庭への支援

と

強化を行うべく、職員

な

の育成および地域の協

っ

力員、事業者との

　連

て

携を図ることにより、

い

件数の増加傾向に対応

る

していく。

【指標３（

。

成果２）】あだち広報

引

や区ホームページほか

き

、ひとり親家庭の皆さ

続

んが利用できるサービ

き

スや制度等を掲載した

、

「応援

　ブック」等に

児

より情報を提供し、ひ

童

とり親家庭の暮らしを

虐

支えつつ仕事探しや資



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童扶養手当等の支給事業 親子支援課3786 2,450,797 81,099 2,531,896 現状維持 Ａ

児童育成手当の支給事業 親子支援課3787 1,662,005 46,644 1,708,649 現状維持 Ａ

ひとり親家庭等医療費助成事業 親子支援課3788 203,907 37,468 241,375 現状維持 Ａ

ひとり親家庭総合支援事業 親子支援課3789 43,662 44,987 88,649 現状維持 Ａ

養育困難改善事業 家・こども家庭相談
課

3809 19,795 226,437 246,232 現状維持 Ａ

就学援助庶務事務 学務課4075 10,294 1,255 11,549 現状維持 Ｂ

育英資金事業 学務課4076 868,395 34,995 903,390 拡充 Ｂ

小学校要保護・準要保護児童就学援助事業 学務課4078 419,072 14,774 433,846 現状維持 Ａ

小学校特別支援学級児童就学奨励事業 学務課4079 4,040 5,439 9,479 現状維持 Ｂ

小学校罹災児童学用品用経費援助事業 学務課4080 0 84 84 現状維持 Ｂ

中学校要保護・準要保護生徒就学援助事業 学務課4081 248,397 14,690 263,087 現状維持 Ａ

中学校特別支援学級生徒就学奨励事業 学務課4082 5,076 5,439 10,515 現状維持 Ｂ

中学校罹災生徒学用品用経費援助事業 学務課4083 20 84 104 現状維持 Ｂ

低所得の子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯）
【投資】

福祉管理課23569 3,454 167 3,621 休止・終了 Ｃ

低

3

所得の子育て世帯生活

)

支援特別給付金（ひと

施

り親世帯）
【経常】

福

施

祉管理課23573 4

策

27,901 14,9

の

79 442,880 休

手

止・終了 Ｃ

合計１５事

段

業 6,366,815

と

528,541 6,8

し

95,356

て位置付け


